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はじめに

高崎市では、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、市

内２９か所に設置した「高齢者あんしんセンター」や、ワンストップで市民か

らの相談に対応する「子育てなんでもセンター」、「障害者支援ＳＯＳセンター」

の開設のほか、「あんしん見守りシステム」や「介護ＳＯＳサービス」など、全

国に先駆け、本市独自の実効性のある様々な事業に取り組んでまいりました。

そのような中、地域におきましては少子高齢化や核家族化、地域のつながり

の希薄化等の進行とともに、私たちをとりまく社会状況は大きく変化しており、

従来の福祉制度の枠組みだけでは十分に対応できない、いわゆる「制度の狭間

の課題」も顕在化しています。

このたび、これまでの計画の方向性を継承しつつ、新たな課題に対応できる

よう、地域における包括的な支援体制の整備や、住民主体による地域づくりに

関する事項なども盛り込み、「地域の支え合い、助け合いによる共生社会の実現」

を基本理念として「第３次高崎市地域福祉計画」を策定いたしました。

本計画は、高齢者、子ども、障害者などに関する対象者別の計画を内包する

上位計画として、福祉施策の理念と方向性を示したものとなっております。

この計画を推進していくために、地域の方々や関係者の皆様と共に、より一

層相互に連携しながら、さらなる地域福祉の推進に努めてまいりたいと考えて

おりますので、ご理解とご協力をお願い申し上げます。

結びにあたり、計画策定に向けてご審議をいただいた社会福祉審議会地域福

祉専門分科会の皆様をはじめ、アンケート等で貴重なご意見をいただきました

市民の皆様や関係各位に対しまして、心から厚くお礼を申し上げます。

平成３１年３月

高崎市長 富 岡 賢 治
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第１章 地域福祉計画の概要

１ 地域福祉計画について

地域福祉とは、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域住

民や地域の団体、民間企業、福祉サービス事業者、市、社会福祉協議会な

どが主体的に関わり合い、協力することにより、地域社会の福祉課題の解

決に取り組む考え方です。

地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条に基づく「市町村地域福祉計画」

であり、地域福祉を総合的かつ計画的に推進することを目的に市町村が策

定する行政計画です。

本市では、平成２１（２００９）年３月に社会福祉法に基づく「高崎市

地域福祉計画・高崎市地域福祉活動計画（平成２１年度 平成２５年度）」

（以下、「第１次計画」という。）を策定し、続いて平成２６（２０１４）

年４月に「第２次高崎市地域福祉計画・高崎市地域福祉活動計画（平成２

６年度 平成３０年度）」（以下、「第２次計画」という。）を策定しました。

近年は、地域住民のつながりが希薄化するとともに、高齢者の孤独死、

子育てに悩む保護者の孤立、ひきこもり、虐待、貧困、自殺等が社会問題

となっており、現在その対応が求められています。

このため、本計画ではこれまで取り組んできた第１次計画、第２次計画

の成果を踏まえ、必要な見直しを行い、市民や地域の様々な活動主体が自

分達の地域に関心を持ち、互いに助け合い、支え合える関係づくりを進め、

高崎市に住むすべての人々が安心していきいきと暮らせるまちづくりを

推進していくことを目指します。
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２ 計画の位置づけ

（１）総合計画との関係

地域福祉計画は、本市の第６次総合計画の基本構想に即し、地域福祉の

推進に関する事項を定めた計画です。

第６次総合計画の基本構想では、健康・福祉分野の政策目標を「誰もが

安心して暮らせる充実した福祉による都市づくり」とし、この分野の施策

のひとつとして、地域福祉の推進を位置づけています。

（２）他の福祉関係計画との関係

地域福祉計画は、各福祉分野が共通して取り組むべき事項を記載する、

福祉分野の上位計画であり、高齢者福祉計画・介護保険事業計画（高齢者

あんしんプラン）、障害者福祉計画、障害福祉計画・障害児福祉計画、子

ども・子育て支援事業計画、その他の関連する計画等の分野別計画との調

和を図り、かつ、これらの計画を内包する計画として共通する理念やしく

みの整合性を図って策定するものです。

第６次総合計画

第３次地域福祉計画

高齢者福

祉計画・

介護保険

事業計画

(高齢者あ
ん し ん プ

ラン )

障害者福

祉計画、

障害福祉

計画、障

害児福祉

計画

子ども・

子育て支

援事業計

画

健康増進

計画

その他の

関連する

計画
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（１）計画期間

計画期間については、２０１９年度から２０２３年度までの５年間とし

ます。また、社会状況の変化や関連計画との調整、国や県などの動向など

を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。

３ 計画期間

（２）他の計画の期間

（年度）

年度

課名

 第４次高崎市障害者福祉計画

 高崎市第６次総合計画企画調整課  高崎市第５次総合計画

2023
Ｈ24
(2012)

Ｈ25
(2013)

Ｈ26
(2014)

Ｈ27
(2015)

Ｈ28
(2016)

Ｈ29
(2017)

Ｈ30
(2018)

2019 2020 2021 2022

 高崎市高齢者福祉計画・
 第６期介護保険事業計画

 高崎市高齢者福祉計画・
 第７期介護保険事業計画

 第３期高崎市障害福祉計画  第４期高崎市障害福祉計画
 第５期高崎市障害福祉計画・
 第１期高崎市障害児福祉計画

 高崎市第２次健康増進計画

こども家庭課

社会福祉課

 第５次高崎市障害者福祉計画

 高崎市地域福祉計画・
 地域福祉活動計画

 第２次高崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画  第３次高崎市地域福祉計画

 高崎市次世代育成支援行動計画  高崎市子ども・子育て支援事業計画

健康課

障害福祉課

長寿社会課

介護保険課

 高崎市高齢者福祉計画・
 第５期介護保険事業計画
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１ 制度改正の状況と高崎市の現状

（１）制度改正の状況

従来の福祉サービスは高齢者・障害者・児童といった対象ごとに充実・

発展してきましたが、一方で、超高齢化、人口減少、家庭・地域社会の変

容などによるニーズの多様化・複雑化に伴い、既存の制度では対応が困難

なケースも顕在化してきました。

こうした中、高齢者施策における地域包括ケアシステムの構築、生活困

窮者に対する生活困窮者自立支援制度の創設など支援の包括化や地域連

携、ネットワークづくりが進められてきました。また、既存の制度が対象

としない生活課題への対応や複合的な課題を抱える世帯への対応等も求

められる中、地域共生社会の実現に向けた「我が事・丸ごと」の取り組み

を進めるために、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一

部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）の施行により一部改正された

社会福祉法（以下、改正社会福祉法）を含め広範な法改正が行われました。 

これらの法律は、支援を必要としている住民を対象とした福祉サービス

の提供だけでなく、地域を基盤とし住民相互の支え合い機能を強化し、公

的支援と協働して地域福祉の推進を図り、誰もが安心して暮らせる地域づ

くり（我が事・丸ごとの地域づくり）をめざすという基本的な考え方であ

り、社会福祉の地域福祉化・地域福祉の制度化とも呼ばれています。

第２章 高崎市の現状と独自の取り組み
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（２）高崎市の現状

人口動態

本市の人口は、平成３０（２０１８）年現在、年によって増減があり、

全国の地方都市に見られるような大幅な人口減はないものの、必ずしも増

加傾向とまでは言えず、停滞傾向にあると言えます。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、高崎市の人口は２０２

０年以降、減少を続け、２０４０年には３３１，０９４人となり、ピーク

時の８９．２％まで減少すると見込まれています。

また、平成２７（２０１５）年の国勢調査の結果を基に国が算出した将

来推計人口によれば、２０２５年における本市の総人口は減少する一方、

高齢者人口は増加を続け、高齢化率は２９．２％となるなど、およそ３人

に１人が高齢者という状況になるものと見込まれています。

一方、世帯数は増加傾向にあり、平成２８（２０１６）年には１６万世

帯を超えました。人口に比べて世帯数増の割合が大きく、一世帯当たりの

人員数が減少していることから、核家族化や単身世帯の増加の傾向がうか

がえます。
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障害者数

身体障害者手帳の所持者数は、概ね横ばいで推移しています。一方、療

育手帳、精神障害者保健福祉手帳は増加傾向にあります。
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出生数

高崎市における出生数は、平成２６（２０１４）年以降減少傾向にあり

ましたが、平成２９（２０１７）年には微増しています。また、合計特殊

出生率は全国を上回っていますが、横ばいとなっています。

自殺者数

高崎市における自殺者数は、減少していますが、依然毎年７０人程度の

人が亡くなっています。
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生活保護

高崎市における生活保護世帯・人員は、継続的に増加しています。
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２ 高崎市独自の取り組み（重点的視点）

急速に進展する少子高齢化や核家族化、また複雑・多様化する市民の

福祉ニーズに迅速に対応するため、全国的にも進んだ施策を展開してい

きます。

（１）全国に先駆けた手厚い相談窓口の設置

○ 障害者支援ＳＯＳセンター

平成３０（２０１８）年度に開所した「障害者支援ＳＯＳセンター」

は、全国初の障害に特化した窓口として、障害に関するあらゆる悩み事

について、ワンストップで総合的に受け付け、支援関係機関や関係部署

へつないだり、助言を行うなど、障害のある人やその家族等への支援体

制の強化に取り組んでいます。

○ 高齢者あんしんセンター

平成３０（２０１８）年４月現在、市内に２９か所設置されている「高

齢者あんしんセンター」は、全国的にもトップレベルの設置数であり、

「待つ福祉から出向く福祉へ」を合言葉にあらゆる相談に対応し、地域

に根ざした高齢者の支援に取り組んでいます。

○ 子育てなんでもセンター

平成２９（２０１７）年度に開所した「子育てなんでもセンター」は、

子育て世代の様々な相談を受けると共に、子育て支援、就労支援、託児

など、市・関係機関・ＮＰＯなどが一体となって運営する全国でも類を

見ない取り組みを行っています。

○ こども発達支援センター

平成２３（２０１１）年度に開設した「こども発達支援センター」は、

発達に不安や特性のある子どもとその保護者や関係機関の方を総合的に

サポートするとともに、０歳から中学校卒業まで一貫した支援を行うこ

とにより、子どもたちが将来自立し、社会参加するために必要な力を培

える体制づくりに取り組んでいます。
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○ 高齢者配食サービス

自ら調理することが困難であり、食事について援助を受けられない高齢

者で、低栄養の改善や見守りが必要な方に対し、食事を配達しています。

また、朝昼夕の３食にも対応しており、配食事業者が本人に直接お弁当

を手渡しすることで、日々の定期的な見守りにもつなげています。

○ はいかい高齢者救援システム・障害者救援システム

認知症によるはいかい行動や障害などにより、所在不明となる恐れのあ

る高齢者や障害者に、ＧＰＳ機器の貸し出しを無料で行っています。

これにより、日常的な見守りや所在不明時の早期発見・保護を図るとと

もに、介護する家族の負担軽減につながるなど、大きな成果を発揮してい

ます。

○ 高齢者等あんしん見守りシステム

ひとり暮らし高齢者等の世帯に対し、体調不良などの緊急時に助けを呼

べる緊急通報装置及び安否確認センサーを無料で設置し、高齢者の見守り

体制を強化するとともに、システムを通じて高齢者の様々な相談に応じる

など、孤独死ゼロを目指す取り組みを行っています。

○ 介護ＳＯＳサービス事業

介護や見守りが必要な高齢者の在宅介護を支援するために、介護する家

族や介護者の急用時にヘルパーが即時に訪問し、または宿泊の場を提供し

ています。家族や介護者の負担軽減や介護離職防止のため、全国初の取り

組みとして２４時間３６５日体制で実施しています。

○ 保育所入所待機解消支援事業

年度途中からの保育所への入所が困難な状況を解消するため予め保育

士を雇用し、児童を受け入れた場合にその保育士の人件費の一部を補助す

る事業を全国に先駆けて実施しています。

（２）本市独自の取り組み
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第３章 計画の基本理念と基本目標及び体系図

１ 計画の基本理念

前計画の「第２次高崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画」では、「地

域の支え合い、助け合いによる共助社会の実現」を基本理念に掲げました。

国では平成２８（２０１６）年７月に「我が事・丸ごと」地域共生社会

実現本部を設置し、地域共生社会の実現を目指すこととしています。

本市においても、既存の福祉施策をさらに充実させるとともに、地域の

あらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域

コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮

らすことのできる「共生社会」の実現を目指し、第３次地域福祉計画では

次の基本理念を掲げます。

地域の支え合い、助け合いによる共生社会の実現 



12 

２ 計画の基本目標

地域福祉に関する現状及び課題を踏まえ、基本理念の実現を目指し、今

後５年間の取り組みの基本目標を以下のとおりとしました。

地域生活課題を共有し共に解決する地域づくり

誰もが安心して暮らせる包括的な支援づくり

福祉関連機関の連携による支援体制づくり

課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり

基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４

地域福祉活動の担い手づくり

適切な福祉サービスの利用ができる仕組みづくり

基本目標７

基本目標５

基本目標６

効率的な地域福祉推進に向けた仕組みづくり
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３ 計画の体系図

第３次計画の基本目標 施策の方針

基本目標１
１－１

地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す
活動を行う者に対する支援

１－２ 地域住民等に対する研修の実施

１－３ 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用

１－４

地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決
に取り組むことができる地域づくりを進めるため
の圏域の設定

基本目標２
２－１

地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備・
周知

２－２
地域の関係者等との連携による地域生活課題の早
期把握

２－３
地域住民の相談を包括的に受け止める場のバック
アップ体制の構築

２－４ 制度の狭間の課題への対応

基本目標3
３－１ 支援関係機関によるチーム支援

３－２ 協働の中核を担う機能

３－３ 地域住民等との連携

４－１
生活困窮者のような各分野横断的に関係する人に
対応できる体制

基本目標4
４－２ 居住に課題を抱える人への横断的な支援

４－３ 就労に困難を抱える人への横断的な支援

４－４ 自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援

４－５
子ども、高齢者、障害者に対する虐待への統一的
な対応

４－６
保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした
人などへの社会復帰支援

４－７ 福祉以外の様々な分野との連携に関する事項

36ページ

38ページ

40ページ

41ページ

34ページ

17ページ

18ページ

19ページ

21ページ

22ページ

24ページ

25ページ

26ページ

27ページ

28ページ

30ページ

31ページ

32ページ

地域生活課題を共有し共に
解決する地域づくり

誰もが安心して暮らせる包
括的な支援づくり

福祉関連機関の連携による
支援体制づくり

課題を抱える人に必要な支
援が届く仕組みづくり



14 

第３次計画の基本目標 施策の方針

基本目標５
５－１

福祉サービスを必要とする地域住民に対する相談
支援体制の整備

５－２
共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等
の展開

５－３
判断能力に不安がある人及び福祉サービス利用者
の権利擁護

５－４ 利用者の適切なサービス選択の確保

５－５
避難行動要支援者の把握及び日常的な見守り・支
援の推進方策

基本目標６
６－１ 専門職の専門性の向上

６－２
地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ等の社会福
祉活動への支援

６－３
社会福祉を目的とする多様なサービスの振興・参
入促進

６－４ 地域福祉を推進する人材の養成

６－５ 社会福祉協議会の基盤整備強化と連携

基本目標７
７－１

地域づくりにおける寄付や共同募金等の取り組み
の推進

効率的な地域福祉推進に向
けた仕組みづくり

７－２

地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施し
ていくための補助事業等を有効に活用した連携体
制

７－３ 全庁的な体制整備

地域福祉活動の担い手づく
り

適切な福祉サービスの利用
ができる仕組みづくり

50ページ

42ページ

43ページ

44ページ

46ページ

47ページ

48ページ

49ページ

51ページ

53ページ

54ページ

55ページ

56ページ
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第二部

本論
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方針１-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・住民の参加を促す活動を行う人や団体の積極的な取

り組みにより、多数の住民参加による活発な地域福祉

活動が行われている。

市の取り組み

・地域住民が主体となって地域の課題を検討する協議

体の取り組みを支援します。

・社会福祉協議会のコミュニティソーシャルワーカー

の役割を担う取り組みを支援します。

施策の方針１‐１

基本目標１ 地域生活課題を共有し共に解決する地域づくり 

地域福祉に関する活動への地域住民の参加を

促す活動を行う者に対する支援

現状と課題 

現在、地域の福祉活動を担う人材、特に若い世代の人材不足が懸念されてい

ます。理由としては、地域の組織や活動に関わることが苦手な人やわずらわし

いと思う人、また、仕事が忙しいなどの様々な理由で地域福祉活動に参加でき

ない人がいることなどがあげられます。

多くの人が地域福祉活動に関心を持ち、誰でも気軽に地域福祉の活動に取り

組むことができるきっかけをつくり、活動できる人を増やしていくために、地

域住民の参加を促す活動を行う人や団体の育成が重要であり、効果があると考

えられます。

市では、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなどの多様な人たちが協力しなが

ら、自分たちで解決できる地域の課題を検討する場として「協議体」を各地域

で発足させ、生活支援コーディネーターを配置しています。

この生活支援コーディネーターたちが、さらに地域の住民を巻き込んでいく

ことで、地域住民の参加を促すことが期待されます。

また、地域福祉活動の支援や調整を行う「コミュニティソーシャルワーカー」

は、市民からの相談に対して、専門職や福祉サービス提供者、ボランティアグ

ループ等との連携を図り、対応できる団体や関係機関につないだり、地域福祉

活動に関わる者によるネットワーク形成を図るなど、地域における福祉活動を

支援・促進する役目を担っています。

このコミュニティソーシャルワーカーの役割を社会福祉協議会の職員が担う

ことにより、地域福祉推進の中心的担い手として活動できるための取り組みを

行います。
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方針１-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・自分達の地域の課題は自分たちで解決するという意

識を持っている。 

・住民が地域の勉強会や研修会に積極的に参加すると

ともに、地域のボランティアや福祉活動に積極的に参

加している。 

市の取り組み

・住民を対象とした出前講座「地域福祉の推進につい

て」や「みんなでつなごう！支え合いの輪―地域支え

合い体制づくり」等を開催し、地域の福祉意識の向上

に努めます。

・地域での支え合いの意識を醸成するため、町内会等

で行われている活動や福祉課題の把握に努め、助言や

先進的な活動を紹介するなどの方策について研究し

ます。

施策の方針１‐２

基本目標１ 地域生活課題を共有し共に解決する地域づくり 

地域住民等に対する研修の実施

人と人とのつながりが希薄になっている現状において、今後ますます多様化

することが予想される地域の福祉課題に対応していくためには、まずは地域の

連帯感を育み、地域住民一人ひとりが支え合い、助け合う意識を高め、隣近所

同士で気軽に手助けをしたり、ボランティアと地域の住民が協力して、困りご

とを抱えた住民や地域の課題を解決していくなどの取り組みが求められます。

さらに、各地域で福祉活動を行っている住民や各種団体、町内会、ボランテ

ィア団体、ＮＰＯや公的なサービスを行っている福祉施設等を、地域福祉活動

の中心的な役割を担ってくれる人の手により有機的につなげ、地域福祉活動を

充実させていくことも必要です。

この住民自らが地域の福祉課題に主体的に関わり解決するという地域の福

祉の在り方について市民の理解と関心を深め、地域福祉を実践していくために

は、地域における福祉教育の向上が不可欠であると考えます。

福祉教育を推進することで、福祉の心を醸成し、住民一人ひとりが福祉に対

する理解を深め、障害の有無や年齢等に関わらず、自らを含めた全員がかけが

えのない地域社会の一員であるという意識を持つことにつながります。

現状と課題
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施策の方針１‐３

基本目標１ 地域生活課題を共有し共に解決する地域づくり 

地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の

活用

私たちが日々の生活を送っていく中で、様々な困難や生活課題を抱える場合

があります。そのような時、家族や友人がいれば相談することができますが、

一人で抱え込んでしまう人も少なくありません。

このような困難を抱える人々にとって、身近に住む住民の「支え」や「助け」

は、住み慣れた地域で、自分らしくいきいきと暮らして行くためにとても重要

になります。

何らかの形で地域や近隣の人との接点を持つことで“ふれあい”が生まれ、

周りの人が困難を抱える人を把握することができ、本人の安心の確保にもつな

がります。そして、日々の“ふれあい”の積み重ねで、「地域における支え合

い」の土壌が培われていきます。

地域や近隣の人と接点を持つために、地域の行事や会合に参加するなどが考

えられますが、多くの人の場合、そのような場へ参加するために一歩踏み出す

ことはとても勇気がいるため、あきらめてしまう人が多いのが現状です。

そこで、地域の誰もが気軽に立ち寄って、お茶を飲んだり食事をしながらお

しゃべりのできる「居場所づくり」を進めることが効果的です。

地域における居場所づくりは、「サロン」「コミュニティ・カフェ」「茶の間・

縁側」など、様々な形で各地で取り組まれています。お茶を飲んだりおしゃべ

りをするだけでなく、詩や絵画、手芸などの趣味の活動を行ったり、体操やゲ

ーム、スポーツなどの健康づくりを行うなど、活動内容は様々です。

今後は居場所として、地域の集会所や公民館等の公共施設のほか、空き家・

空き店舗などの利活用を推進し、いつでも気軽に利用できるための取り組みを

研究します。

現状と課題
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方針１-３ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・誰でも気軽に立ち寄れる場・居場所が地域にあり、

様々な人々とのふれあいが日常的に行われている。 

・地域住民が集う拠点が地域住民やボランティア、社

会福祉法人などの民間団体などの協力により、継続的

な運営が行われている。 

市の取り組み

・高齢者サロンなど、地域の身近な交流拠点で、日常

の困りごと相談などを受けられるような環境づくり

に取り組みます。

・高齢者や子育て世代、障害者などの交流の場として、

空き家などを活用する場合の改修費や家賃を助成す

る事業を行います。

空き家を活用した地域サロン

自治会、町内会等の地域社会の活性化を図るため、高齢者同士の集まり

や小さな子どもを持つ家族の交流の場など、気軽に利用できるサロンの運

営を目的として空き家を改修す

る場合の改修費用（空き家地域

サロン改修助成金）や、空き家

をサロンとして借りる場合の家

賃（空き家地域サロン家賃助成

金）を予算の範囲内で助成しま

す。

※平成３０（２０１８）年度時点に

おいて実施している事業です。

コラム

（空き家を活用した町内会の集会所の様子）

 撮影場所：上中居町第一町内会集会所
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方針１-４ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・小学校区ほどの地域において、地域住民が主体的に

地域生活課題を把握し、解決に向けた取り組みが行わ

れている。 

市の取り組み

・小学校区ほどの圏域を中心とした支え合いの仕組み

づくりに資するため、地域ごとの状況を把握する調

査・研究を行います。

施策の方針１‐４

基本目標１ 地域生活課題を共有し共に解決する地域づくり 

地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決に取り

組むことができる地域づくりを進めるための圏域の設定

基本目標である「地域生活課題を共有し共に解決する地域づくり」を具体的

に推進して行くためには、地域住民が主体的に地域生活課題を把握し、解決に

向けて取り組むことが求められますが、このような取り組みが可能となる地域

の範囲としての「圏域」を設定する必要があります。 

このような地域の支えあい活動の範囲として、もっとも小さな範囲である集

落（組、班など）から始まって、小学校区、中学校区、旧市・合併町村、全市

といった広がりの中のどこの地域を圏域として設定するかは、地理的条件や交

通事情だけでなく、地域の活動を支えている組織（地域づくり活動協議会や地

区社会福祉協議会、町内会、ＰＴＡ、育成会、長寿会等）などを考慮する必要

があります。 

隣近所や町内会単位のつながりも重要ですが、 

 １ 人と人とが、もう少し広いつながりを持った支えあい活動の場として

の範囲 

 ２ 人々が自分たちの地域として実感できる範囲 

 ３ 市や社会福祉協議会、社会福祉施設などの支援を提供しやすい範囲 

として、小学校区を設定することが適当です。 

高齢者あんしんプランでは、行政区を基本とした４６の小学校区ほどの地域

を日常生活圏域として設定し、高齢者あんしんセンターなどの活動により高齢

者のニーズや情報の把握をきめ細かく行う取り組みを行っています。 

多くの住民が参加しながら、自分たちの地域でお互いに支え合うための仕組

みについて、小学校区単位を基本とした地域づくりに取り組みます。 

現状と課題
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方針２-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・困ったことがあったら相談できる場所を知ってい

る。 

・身近に困りごとを抱える人がいたら、相談できる場

所を紹介することができる。 

市の取り組み

・高齢者あんしんセンターや障害者支援ＳＯＳセンタ

ー、子育てなんでもセンターなど、相談者の最初の窓

口となる機関の機能強化を図ります。 

・高齢者あんしんセンターなどの相談窓口を広報高崎

や市ホームページにて周知します。 

・複合的な課題を抱えた対象者には、関係機関が緊密

に連携し、相談を包括的に受止めて適切なサービスの

提供につながるよう連携を強化します。 

施策の方針２‐１

基本目標２ 誰もが安心して暮らせる包括的な支援づくり 

地域住民の相談を包括的に受け止める場の整

備・周知

市では高齢者・障害者・子どもなど、対象者ごとに充実した相談支援体制を

整備しています。

高齢者あんしんセンターを市内２９か所に設置し、高齢者が気軽に相談でき

る体制を整備するとともに、障害者がいつでも気軽に相談できる場として障害

者支援ＳＯＳセンターを平成３０（２０１８）年度に開設しました。

また、子どもや家庭に関する相談については、こども家庭課やこども発達支

援センターのほか、平成２９（２０１７）年度に子育てなんでもセンターを開

設し、様々な相談に対応しています。

これらの相談の場では高齢者・障害者・子どもの専門的な相談に対応するた

め、それぞれの対象者に適した相談支援体制をとっています。

今後、包括的な相談支援体制の構築のために、これら既存の相談支援機関の

相談機能の充実を図るとともに、対象者を限定せず、誰でも気軽に相談できる

体制を整備します。

さらに、これらの相談機関を住民の身近な相談機関として広報高崎や市ホー

ムページによる積極的な周知を図ります。

現状と課題
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高齢者あんしんセンター

長寿社会課内と市内２９か所に開設している「高齢者あんしんセンター」

は、高齢者にまつわる問題を何でも受け付けてサポートする頼れる相談窓口

です。

あんしんセンターの職員は「待つ福祉から出向く福祉へ」を合言葉に、地

域の中の一人暮らし高齢者などのお宅

に出向いて、問題などはないか様子を

伺っています。

高齢者本人はもちろん、その家族や

近所の人からの相談も受け付け、介護

サービスなどの専門的なことから日常

の困りごとまで幅広く対応しています。

高齢者一人一人に合わせ、一番良い

支援を考えています。

障害者支援ＳＯＳセンター

「障害者支援ＳＯＳセンター」（愛称：ばるーん）は、障害に関する様々

な相談をワンストップで受け付ける相談窓口です。

 「自分が高齢になってきて、障害のある子どもの将来が心配」「障害のあ

る子どもの療育をどうしたらいいか」「障害のある子どもの就職先を見つけ

たい」。

日常生活や社会生活における福祉に関するサービス、将来の生活に対する

不安や心配など様々な相談をワンストップで受け付け、早期に適切な支援が

受けられるよう関係機関へつなぎます。

子育てなんでもセンター

「初めての妊娠で子育てが心配…」「離乳食はどんなものから始めたらい

いの？」「ハイハイを始める頃だけど」。

 こうした子育ての不安や悩みに応じてくれる強い味方が「子育てなんでも

センター」です。妊娠期の不安や子どもの健康などの育児のことはもちろん、

幼稚園・保育所（園）などへの入園、ママたちの再就職に関することまで、

子育て世代の様々な相談を１か所で受け付けています。

コラム
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方針２-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・困ったことや相談したいことがあればいつでもスム

ーズな相談につながっている。 

・民生委員・児童委員などの地域の関係者と高齢者あ

んしんセンターなどの相談機関が連携して地域住民

の相談にあたっている。 

市の取り組み

・各相談機関は積極的に地域に出向き、住民の相談に

応ずる体制を整備します。

・相談に必要な技術や知識を習得し、相談内容に応じ

た必要な配慮について学ぶなど、担当職員の能力向上

を図ります。

施策の方針２‐２

基本目標２ 誰もが安心して暮らせる包括的な支援づくり 

地域の関係者等との連携による地域生活課題

の早期把握

複合的で複雑な生活課題を抱えた住民は、地域から孤立していたり、あるい

は複合的で複雑な課題ゆえにどこに相談して良いか分からないという状況に置

かれていることが考えられます。

また、相談に行きたくても、車がないし頼める人もいない、バス停まで遠い

などの理由から相談に行けない人や、相談の場に行く勇気がない、気兼ねして

相談できないなどの理由で自ら相談による支援を求めない人がいます。

充実した支援体制が整っていても、このような人の声や情報が届かなければ、

支援に結びつくことが遅れてしまうことから、対象となる人を早期に積極的に

把握し、支援につなげることができる取り組みが必要です。

市では、高齢者あんしんセンターの設置数を拡大するとともに、「待つ福祉」

だった体制を見直し、積極的に高齢者宅に出向き、高齢者に寄り添いながら心

配事や困りごとを聞く「出向く福祉」へと転換を図りました。

このような取り組みを他の支援関係機関でも推進するとともに、民生委員・

児童委員等の地域の関係者や他の相談支援機関との積極的な連携を図ります。

現状と課題
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方針２-３ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・最初に相談を受けた相談機関で、住民の困りごとが

解決するまで専門的な相談内容を含めた相談が行わ

れている。 

市の取り組み
・各相談機関と市福祉関係課との連携強化に取り組む

とともに、個人情報の共有方法について研究します。

施策の方針２‐３

基本目標２ 誰もが安心して暮らせる包括的な支援づくり 

地域住民の相談を包括的に受け止める場の

バックアップ体制の構築

高齢者あんしんセンターや障害者の相談支援事業所、社会福祉法人、ＮＰＯ

など、地域の身近な相談窓口が把握する生活課題の中には、慢性疾患を抱える

高齢者や慢性的な精神疾患を抱える方、特別な医療的ニーズのある子どもなど、

個々の相談窓口のみでは解決が難しい生活課題が数多くあります。 

このような支援を必要とする人が在宅で、すなわち地域で尊厳を持って生活

ができる支援を提供するために、生活課題を把握した地域の身近な相談窓口に

対して専門的なバックアップ体制を構築しておく必要があります。 

そのために、基本目標３で取り組む「支援関係機関によるチーム支援」や市

（社会福祉課、長寿社会課、障害福祉課、こども家庭課、こども発達支援セン

ターなど）が有機的に連携し、専門職等による専門的な相談や支援を、生活課

題を把握した地域の身近な相談窓口と協働で行うことで、個々の相談窓口にお

いて充実した相談機能を発揮できるような体制整備に取り組みます。 

現状と課題
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方針２-４ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・社会的孤立や制度の狭間の課題を抱える人・世帯に

対し、地域の住民や多様な機関により適切な支援が行

われている。 

市の取り組み

・各部局間における情報共有・連携のためのルールづ

くりをすすめ、スムーズな連携体制構築に努めます。

・社会的孤立や制度の狭間の課題を抱える人・世帯に

対し、地域ぐるみで支援するような地域の仕組みづく

りについて研究します。

施策の方針２‐４

基本目標２ 誰もが安心して暮らせる包括的な支援づくり 

制度の狭間の課題への対応

近年、少子高齢化や家族構造の変化などにより、私たちの生活と福祉を取り

巻く環境は大きく変容しています。 

ひとり暮らし高齢者の社会的孤立や高齢の親と働いていない独身の５０代の

子が同居している世帯（いわゆる「８０５０問題」）、介護と育児の問題を同時

に抱える「ダブルケア」など、市民が抱える生活課題は複雑、多様化しており、

既存の制度では対応が難しい課題が顕在化してきました。 

このような、介護や子育て、障害など分野別制度の福祉サービスの充実だけ

では十分な対応が難しい「制度の狭間」の課題については、制度や分野を横断

した、関係職種や機関、組織による連携・協働しての対応が求められるととも

に、「一人ひとりの住民の暮らしを地域で支える」という援助と「一人ひとりの

住民の暮らしが支えられる地域をつくる」という援助を、ソーシャルワーカー

あるいは多様な人々の連携によるチーム支援によって、地域で展開される必要

があります。 

平成２７（２０１５）年４月に施行された生活困窮者自立支援法は、生活困

窮者に対して地域における多様な機関等と連携し、「生活困窮者を通じた地域づ

くり」の観点から包括的な支援を実施するものであり、個別支援と地域づくり

を一体的に取り組むというコミュニティソーシャルワーカーの役割の実践でも

あります。 

直面する複雑、多様化した生活課題に対して、対象者の属性（高齢・障害・

子どもなど）に関わりなく、縦割りの分野別制度を世帯・家庭を中心に横断的

に調整し、これまで福祉で十分に対応しきれていなかった支援に加え、地域で

工夫しながら解決につなげていく仕組みにより、制度の狭間にある課題への包

括的な取り組みを進めます。 

現状と課題
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方針３-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿
・専門職等によるチーム支援により、複合化した生活

課題を抱える人や世帯が安心した生活を送っている。

市の取り組み

・各支援機関が連携を図るための支援方法について検

討し、包括的支援を行うチーム体制の確立に取り組み

ます。

・個人情報の提供の在り方について研究し、各支援機

関における情報共有の仕組みづくりに取り組みます。

・複合的な課題を抱えた対象者には、関係機関が緊密

に連携し、相談を包括的に受止めて適切なサービスの

提供につながるよう連携を強化します。

施策の方針３‐１

基本目標３ 福祉関連機関の連携による支援体制づくり 

支援関係機関によるチーム支援

近年の社会福祉制度改革において、介護保険法、障害者総合支援法、子ども・

子育て支援法、生活困窮者自立支援法などの法律が改正され、人々が支え合い

ながら暮らしていくことを支援する制度が整備されました。

これにより、地域包括支援センター、障害者の相談支援事業所、子育て世代

包括支援センター、生活困窮者の自立相談支援機関など、高齢・障害・子ども・

生活困窮などの個別分野ごとに支援機関の拠点づくりが推進されてきました。

しかし、世帯や家族が抱える「生活課題」は、高齢者の介護と育児が重なっ

ている世帯や高齢者とひきこもりの人が同居する生活困窮世帯など、高齢・障

害・子ども・生活困窮等の課題が複雑に絡み合った、「複合化した生活課題」を

抱える世帯・家族が増えており、ひとつの支援機関のみで解決を図ることが難

しくなっています。

この世帯・家族が抱える「複合化した生活課題」に対応していくために、各

支援機関が情報を共有し、「多職種・多機関連携」により支援する体制づくりが

求められています。

そのため、専門職と支援機関の機能の仕組みを整えるとともに、個人情報や

守秘義務の取扱いを改善し、各支援機関の専門職によるチーム体制での包括的

な支援体制整備に取り組みます。

現状と課題



28 

方針３-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・複数の支援機関のネットワークにより、複合的で複

雑な生活課題を抱える人や家族に包括的な支援が提

供されている。 

市の取り組み

・支援関係機関とのネットワーク形成のための方策を

検討するとともに、個人情報の共有の在り方について

研究します。

・支援チームによる個別の事案の検討の場について、

既存の場（地域ケア会議等）の機能拡充または新たな

検討の場の設置を研究します。

施策の方針３‐２

基本目標３ 福祉関連機関の連携による支援体制づくり 

協働の中核を担う機能

近年、少子高齢化・核家族化、経済・雇用環境の変容により、介護と育児に

同時に直面する世帯、高齢の親とひきこもりの子が同居する世帯、ワーキング

プアや子どもの貧困など、個人や家族が抱える生活課題は複合化・複雑化しつ

つあるとともに、社会保障制度では対応できない課題（制度の狭間の課題）も

増えています。

現在は、生活課題を抱える個人や家族を把握した支援機関が中心となって関

係する支援機関との連絡・調整を行っていますが、支援機関により連携の図り

方が異なり、中には十分な連携が図られていないケースも見受けられます。

複合化・複雑化した生活課題は、ひとつの支援機関のみで解決を図ることが

難しいため、関係機関が協働してチームを組み、包括的に支援する必要があり、

十分な連携が図れる支援チームによる支援体制を編成するためには、複数の支

援機関をつなぐネットワークの形成、連絡・調整を専門的に行うなど、連携を

図るための中心的な役割を担う機関が必要となります。

生活困窮者自立支援制度における自立相談支援機関である社会福祉課生活支

援担当では、ネットワークの形成や支援チームの編成、支援に関する協議・検

討の場づくりに、必要な協働の中核の役割を担う機能づくりに取り組みます。

現状と課題
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生活困窮者自立支援制度における他制度との連携

生活困窮者自立支援制度は、自立相談支援機関を中核に、他の制度や関

係機関等との連携により、本人の状態に応じたきめ細かい支援を実施して

います。

自立相談支援機関では、生活困窮者の早期把握や見守りのための地域ネ

ットワークを構築することや、働く場・参加する場を広げていくなど、ひ

とつでも多くの関係機関と顔の見える関係を築きながら、連携を図ってい

ます。

生活困窮者自立支援制度による多機関連携のイメージ図

（厚生労働省資料）

コラム
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方針３-３ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・地域住民が、住民個人が抱える複合的で複雑な生活

課題を自分たちの地域の課題として捉え、解決に向け

た検討が行われている。 

・地域住民やボランティアにより、複合的で複雑な生

活課題を抱える住民の支援が行われている。 

市の取り組み

・複合的で複雑な生活課題を抱える住民への支援を行

う専門職が、地域との連携を図るための必要な方策を

検討します。

施策の方針３‐３

基本目標３ 福祉関連機関の連携による支援体制づくり 

地域住民等との連携

ひきこもり、高齢者の貧困やごみ屋敷等の公的制度では解決が難しい複合的

で複雑な生活課題を抱える住民ほど、地域から孤立していることが多く、ソー

シャルワーカー等の支援機関の専門職が寄り添い支援を続けることで地域との

関わりが薄れ、さらに孤立を深め、根本的な解決に至らない場合もあります。

このような複合的で複雑な生活課題を抱える住民に対しては、まず地域での

つながりを再構築することが重要であり、その上で地域住民相互の支え合いに

より、きめ細かで日常的・継続的な支援につながることが大切です。

まずは地域住民が、住民個人が抱えるこのような生活課題を抱える住民の課

題を地域の課題であると認識することと同時に、地域の中で、その人が受け入

れられるよう支援機関の専門職が地域住民に積極的に働きかけることが求めら

れます。

地域とのつながりや支え合いによる支援の中で、本人が地域の中で役割や居

場所を見つけるなど、「地域で住み続ける」もしくは「地域に戻る」ための支援

について、支援機関と地域住民やボランティアとの協働による取り組みを進め

ます。

現状と課題
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方針４-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・社会福祉課の生活支援担当に設置した生活困窮者自

立相談支援窓口が周知され、生活困窮状態にある人や

家族が気兼ねなく相談できる環境が整っている。 

市の取り組み

・生活困窮者を発見するため、各部局において職員の

状況把握能力の向上に取り組みます。

・各部局と社会福祉課生活支援担当との間における、

連絡体制や情報提供の整備に取り組みます。

・市、社会福祉協議会、ハローワーク等の関係者が生

活困窮者に関する情報を共有し、連携して自立に向け

た支援を行います。

施策の方針４‐１

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

生活困窮者のような各分野横断的に関係する

人に対応できる体制

平成３０（２０１８）年５月現在、生活保護受給世帯は全国で１６３万世帯を

超え、本市においても約２，９００世帯となっており、とりわけ、稼働年齢層の

受給が増加している傾向にあります。また、非正規雇用労働者や年収２００万円

以下の世帯も増加しており、生活困窮に至るリスクの高い低所得層の増加が目立

っています。

また、近年、経済的な生活困窮のほか、家族、地域、職場などのつながりが希

薄化・喪失することなどによる社会的孤立も問題になっています。生活困窮者は、

平成２７（２０１５）年に施行された生活困窮者自立支援法で、就労の状況、心

身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、経済的に困窮する者と定義

されています。

市では、生活困窮者自立支援制度における自立相談支援機関として、社会福祉

課に生活支援担当を配置し、生活困窮者支援の充実・強化に総合的に取り組み、

特に、就労可能な市民に対して、生活保護に至る前の段階から早期に就労に向け

た相談支援等を行い、生活困窮状態の解消に取り組んでいます。

この生活困窮者の相談支援では、高齢者や障害者といった「人の属性」にとら

われず、「生活困窮という状態」を幅広く受け止めるため、公共料金や税の滞納、

近隣からの孤立等、生活に困窮する人が出している様々なサインをキャッチし、

いかに相談支援につなげるかが重要です。

そのため、福祉、就労、教育、税務、住宅等の各部局において生活困窮者の発

見・把握に努めるとともに、確実に社会福祉課生活支援担当につなげる仕組みづ

くりに取り組みます。

現状と課題
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施策の方針４‐２

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

居住に課題を抱える人への横断的な支援

「住まう」ことは人の生活・人生の営みの基本であり、地域において安心し

て暮らしていくために必要不可欠です。

しかし、高齢者や子育て世帯、低所得者、障害者、被災者などのうち、様々

な理由から居住が不安定で住居の確保が難しい人たちがいます。

この大きな要因の一つとして、これらの人たちが経済的に不安定であること

があげられます。

例えば、低年金のまま高齢化する人や就労していない人たちが借家で居住を

する場合、入居後の家賃収入の不安定さを懸念され、貸主が慎重になってしま

い入居を拒まれてしまう場合があります。

まずは、住居の確保が難しい人たちの家探しや入居契約時において、公共的

あるいは公益的な機関が、入居者の身元保証や家賃支払い能力を保証する仕組

みを検討するとともに、入居後の生活の安定や自立の促進に向けた支援が必要

です。

さらに、平成２９（２０１７）年１０月から施行された「改正住宅セーフテ

ィネット法」により、登録されたアパートの空き室などを住居の確保が難しい

人たちへの賃貸住宅として活用する取り組みも進められています。

住居の確保が難しい人たちの多くは、家族・親族をはじめ、他者との関係が

途絶えてしまった人たちです。

住居の確保に関する取り組みと併せ、家族や親族に代わって、日常的な生活

の見守りや支援が地域において適切に行われる仕組みづくりに取り組みます。

現状と課題
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方針４-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・住居の確保が難しい人たちが入居した後も、地域に

おいて日常的な見守りなどの生活支援が行われてい

る。 

市の取り組み

・改正住宅セーフティネット法にもとづく、家賃債務

保証や身元保証を行う「居住支援法人」との連携を図

ります。

・就労までの間に住居の確保が難しい人に対し、住居

確保給付金の支給を行います。

・保証人がいないなどの理由で入居などができない事

態とならないよう、必要な支援を検討します。
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施策の方針４‐３

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

就労に困難を抱える人への横断的な支援

心身に障害があったり、高齢だったりして「働きたくても働けない人」がい

ます。

しかし、障害のある人が農作物を育てて直接お客さんに売ったり、デイサー

ビスに通う高齢者が様々な特産品を手作りしたり、できないところを補い、で

きるところに目を向けることで、その人に合った仕事をつくり出すことができ

ます。

また、ひきこもりや長期間の就労ブランクがある人、コミュニケーションが

極度に苦手な人など、自力での就職は難しいにもかかわらず、制度の狭間にい

て支援が受けられずに生活が困窮している人たちもいます。

そのような人たちに対しては、まず生活リズムを整えたり、社会性を身につ

けたりという就労前の支援を行うことで、本人が失っていた自信を取り戻し、

興味や特性を発見して目標を定めたりすることができます。

さらに、近年増加傾向にある「ひとり親家庭」への就労支援も課題となって

います。ひとり親が抱える困難は、家庭生活における全ての役割を担い、常に

育児の使命と責任を負いながら、経済的基盤を築いていかなければならない上、

親自身が何らかの問題を抱えている場合もあり、まず親子の生活や心の安定を

最優先し、落ち着きを取り戻してから自立に向けた就労を支援する必要があり

ます。

「働くこと」は、単に収入を得るばかりでなく、日々の生活をつくり、社会

とのつながりを構築し、自己実現を図るという大切な意義を持つとされており、

それぞれの個性を大切にしつつ役割を担うことで、自尊心が高まり、それが地

域に活力を与えることにもつながります。

超高齢化・人口減少社会を迎え、一人ひとりの住民が力を発揮できる多様な

社会参加の場、働く場の確保が重要になる中、そうした人たちを貴重な人材と

して活躍できるように支援する取り組みが必要です。

現状と課題
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方針４-３ 取り組み内容 

望ましい地域の姿
・働きたくても働けない人が地域とつながるような、

多様な社会参加の場、働く場が確保されている。 

市の取り組み

・ハローワークと連携し、福祉課題を抱えても自らの

能力を活かした就業ができるよう、必要な情報提供に

努めます。

・職業体験の実施等を通じてその職種への適性を見極

め、雇用者と被雇用者双方が納得できる就業機会の創

出に努めます。

・ひとり親家庭の保護者がよりよい条件で就労するこ

とができるようにするための援助等を行います。
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施策の方針４‐４

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援

自殺は、単にひとつの原因から起こるのではなく、健康問題、家庭問題、経

済・生活問題など、様々な要因が複雑に絡み合う中で発生すると考えられてい

ます。

多くの自殺は、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、様々な悩みにより

心理的に「追い込まれた末の死」といえます。

高崎市の自殺者数は、近年では７０人前後で推移しており、全国的にみても

高い水準であるため、その対策が求められます。

国の自殺総合対策大綱によると、自殺対策とは、社会における「生きること

の阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことを通じて、社会

全体の自殺リスクを低下させることとされています。

「生きることの阻害要因」とは、過労や生活困窮、育児や介護による疲れ、

いじめや社会的孤立等があげられ、また、「生きることの促進要因」としては、

本人の自己肯定感の醸成や信頼できる人間関係の形成等があげられます。

このため、自殺対策においては、状態が深刻化する前の早期発見のための地

域づくりと複合的な課題に対応するためのネットワークづくりが重要です。

また、自殺と関連深いうつ病や依存症、統合失調症等のこころの病気に関す

る知識の普及を図るとともに、民生委員・児童委員や地域の関係者、企業等と

連携を図り、地域において自殺ハイリスク者を早期に発見する取り組みが求め

られます。

このことから、高齢、障害、子ども、生活困窮等の各福祉分野にて自殺ハイ

リスク者を把握した場合には、速やかに障害福祉課等の関係機関につなぐため

の庁内連携体制の構築に努めます。

現状と課題
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方針４-４ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・自殺に関しての知識と理解があり、自殺の恐れがあ

る人を見過ごさずに関係機関につなぐという意識が

醸成されている。 

市の取り組み

・地域住民へ自殺対策についての広報・啓発を行うと

ともに、発見した自殺ハイリスク者を速やかに障害福

祉課等の関係機関へつなげるため、連絡体制の構築に

取り組みます。

・自殺対策計画を策定し、地域における各主体の緊密

な連携・協働に努めながら自殺対策を推進します。

自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料）
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施策の方針４‐５

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

子ども、高齢者、障害者に対する虐待への統一

的な対応

近年、全国的に子どもや高齢者、障害者への虐待が大きな問題となっていま

す。中にはその方たちの尊い生命が奪われる悲惨な事件も発生しています。

これらの背景には子育てや介護の方法に不安がある場合、保護者・養護者な

どが病気などをかかえている場合、失業などで家庭が経済的に困窮し生活に不

安がある場合などがあり、弱い立場にある子どもや高齢者などが虐待を受けて

しまう傾向があります。

虐待をしてしまう側も、精神的、身体的、経済的に追い詰められ、虐待に及

んでしまうケースが多いと言われています。このため、虐待をしてしまう側へ

の支援も、虐待の早期発見とあわせ、早急な対応が求められています。

国では、平成１２（２０００）年に児童虐待防止法を、平成１８（２００６）

年には高齢者虐待防止法を整備し、平成２４（２０１２）年には障害者虐待防

止法も整備されました。

本市においても、虐待が発見された場合には、児童の虐待通告２４時間電話

受付体制や高齢者あんしんセンター、障害者虐待防止センター等の通報や相談

をしやすい環境を整備し、早期対応できる体制を整えています。

しかし、虐待は顕在化しないケースも相当数あると考えられ、早期発見のた

めには、虐待の現場に一番近い存在である地域住民の通告や通報が必要不可欠

です。

そのため、市民が虐待や虐待の予防に関して正しい知識を持ち、虐待を発見

した場合、通告・通報する義務があることを啓発するとともに、虐待を発見し

た場合には、ためらわずに通告・通報できる環境を整えるなど、虐待を見逃さ

ない地域づくりに取り組みます。

現状と課題
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方針４-５ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・虐待や虐待の発生予防に関して正しい知識を持ち、

地域ぐるみで虐待を見逃さない意識が醸成されてい

る。 

市の取り組み

○ 児童虐待に関する施策

・児童虐待防止普及啓発を図るためオレンジリボンキ

ャンペーンをさらに充実するとともに、相談窓口と通

告先の周知、啓発を行い、適切な対応に努めます。

○ 高齢者虐待に関する施策

・高齢者あんしんセンターを充実させ、高齢者の人権

を守り、高齢者虐待の早期発見と防止の啓発活動を行

うとともに、高齢者虐待に関する相談支援や避難措置

などへの対応に努めます。

○ 障害者虐待に関する施策

・障害者虐待の通報先である「障害者虐待防止センタ

ー」の連絡先等のさらなる周知を図ります。また、市

民に対する障害者虐待防止に関する啓発活動を行い

ます。

オレンジリボンキャンペーン

毎年１１月は、国が推進する児童虐待防止推進月間です。子どもへの虐

待を防止するため、この期間中は、全国各地で様々な取組みが行われます。 

オレンジリボンには、「子どもに対する虐待を防止する」というメッセー

ジが込められており、この運動のシンボルマークになっています。 

●児童相談所全国共通ダイヤル 

 虐待かもと思ったら児童相談所全国共通ダイヤル 

１８９（いちはやく）番へ。(２４時間対応）お近く 

の児童相談所につながります。 

●虐待通告２４時間電話受付 

電話：０２７―３２１－１３１８ 

（相談専用：２４時間対応） 

コラム
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方針４-６ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・矯正施設退所後の様々な生活課題や、生きづらさを

抱える高齢者や障害者等を排除せず、共に支え合うこ

とによる再犯防止が取り組まれている。 

市の取り組み

・司法関係者との情報連携について検討し、釈放・出

所後に適切な部局が支援できる体制を構築すること

に取り組みます。

・保護観察所、県健康福祉部、刑務所、公共職業安定

所及び市等を構成員とする「特別調整連絡協議会」に

おいて、事例研究等を行うとともに、連携体制の構築

を図ります。

施策の方針４‐６

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をし

た人などへの社会復帰支援

罪を犯した人の中には、高齢者や障害者など福祉の支援があればそもそも罪

を犯すことはなく、また罪を犯した場合でも、釈放後、更生保護や保健医療、

福祉等の適切な支援があれば、再び罪を犯すことなく社会復帰できる人が数多

くいます。

近年、高齢者や障害者の再犯の増加がみられ、再犯の防止が重要な課題とさ

れていますが、そのような人が罪を犯す理由として、抱えている貧困や孤独、

疾病、障害等に起因する問題が犯罪という形で表面化すると考えられます。

特に高齢者や障害者が起こす犯罪は、窃盗（万引き等）、詐欺（無銭飲食等）、

横領（自転車の無断使用等）等の比較的軽微なものが多く、福祉を中心とした

支援により、犯罪行為の原因となる問題を解決することが期待できます。

しかし、司法関係者が福祉の支援が必要との認識はあるものの、そのつなぎ

先が分からなかったり、福祉関係者が、罪を犯した人であることや罪名のみか

ら「凶悪な人」という先入観をもち、支援に消極的になる場合もあることから、

罪を犯した高齢者や障害者の状況、支援のあり方に関する知識を司法・福祉関

係者ともに理解する必要があります。

このような、刑事司法と福祉の連携による支援に加え、罪を犯した人の生活

の場である地域における支援により、罪を犯した人が再び罪を犯すことなくそ

の人らしい生活を送るために、関係者、関係機関とのネットワークの形成に必

要な取り組みを行います。

現状と課題
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方針４-７ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・ひきこもりの若者や障害のある人、認知症患者など

福祉的な支援が必要な人でも活躍できる場が様々な

分野においてつくり出されている。 

市の取り組み

・庁内各課において、地域の様々な情報を把握し、福

祉分野との連携に関する研究に取り組みます。

・認知症や精神疾患を抱える人、発達障害のある人な

どが、農作業を通じたケアを行う取り組みについて研

究します。

施策の方針４‐７

基本目標４ 課題を抱える人に必要な支援が届く仕組みづくり 

福祉以外の様々な分野との連携に関する事項

地域のあらゆる住民が役割をもち、支えあいながら、自分らしく活躍できる

地域コミュニティを育成することは、本計画が進める共生社会の実現にとって

必要不可欠です。

このような地域コミュニティの育成に向けて、ひきこもりの人や認知症の人、

障害のある人など様々な生活課題を抱える人の就労や自立を地域の活性化につ

なげるなど、一人ひとりの住民が力を発揮できる多様な参加の場、働く場をど

れだけ地域につくり出せるかが重要なポイントになります。

このため、福祉以外の様々な分野（まちおこし、商工、農林水産、土木、防

犯・防災、社会教育、環境、交通、都市計画など）との連携を模索し、生活課

題を抱える人の就労や活躍の場を確保する取り組みが必要です。

さらにこの取り組みは、一人ひとりの個別支援と地域づくりを同時に展開す

るもので、地元の産業と連携した雇用の創出や地産多消による地域経済の活性

化など持続可能な地域社会を構築して行くことにもつながるものです。

具体例としては、農業と福祉の連携が挙げられます。農業分野における人手

の確保、福祉分野における就労支援を意図した職業訓練や認知症等を抱える人

の日中活動の場などを求める双方にメリットがあり、農の「育てる」「見守る」

「加工する」「食をつくる」「販売する」といった多様な作業内容に、生活課題

を抱える人々を結びつけることができます。

このように、福祉と様々な分野との連携を通して、多様な人々の出会いと協

働の場づくりによる支え合いの仕組みづくりを進めます。

現状と課題
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方針５-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿
・分かりやすい福祉サービスの情報が必要な時にいつ

でも入手できる環境が整っている。 

市の取り組み

・必要な人に必要な情報を届けるための福祉・介護・

子育て支援情報やボランティア情報の発信について、

広報高崎や点字広報・声の広報の発行、市ホームペー

ジの活用など、さらなる充実を図ります。

・相談支援において、「待つ」福祉から「出向く」福

祉へと積極的な相談支援体制の構築に努めます。

施策の方針５‐１

基本目標５ 適切な福祉サービスの利用ができる仕組みづくり 

福祉サービスを必要とする地域住民に対する

相談支援体制の整備

住民が福祉に関する課題を抱えることとなった時、まずは自分で解決してい

くための判断や自己決定することが必要となります。

そのためには、住民にとって解決のための判断材料となる情報がいつでもス

ムーズに入手することができるよう、情報を取得するための環境をその人の身

近なところに整えておく必要があります。

しかし、地域でどのような福祉サービスに関する活動が行われているのか、

また市が地域の中でどのような福祉サービスに関する事業を実施しているのか

よく分からないという声も聞かれます。

利用者が福祉サービスを自己選択、自己決定していくためには、十分な情報

提供がなければなりません。そのためにはサービス提供者の情報を分かりやす

く伝えること、また、福祉情報にアクセスしやすくしていくこと、さらに必要

な情報が必要な人に届く、あるいは、相談支援者が積極的に相談者宅に出向い

て相談を聞くなどの取り組みが必要です。

さらに、福祉サービスが必要となった人に、相談窓口においては相談のあっ

た生活課題を一面的に検討するのではなく、現在から将来にかけての生活を踏

まえて総合的かつ継続的な視野で検討し、適切なサービスにつなぐことが必要

です。そのために、関係機関の間で福祉サービス等に関する情報を一元化して

いくことも求められます。

これらを踏まえ、現在提供されている福祉サービスについて、より多くの人

に知っていただき、利用しやすい環境をつくるとともに、積極的な相談支援体

制の構築に努めます。

現状と課題
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方針５-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・共生型サービスの実施により、子どもから高齢者、

障害者まで、様々な人たちが同一の施設でふれあい、

いきいきと過ごす姿が見られる。 

市の取り組み

・介護保険事業所や障害福祉サービス事業所におい

て、障害者も高齢者も利用できる共生型サービスや基

準該当サービスの実施事業者を増やす取り組みを進

めます。

・市内の福祉サービス事業者の情報を福祉部各課で共

有し、共生型サービスの事業実施に向けた方策を研究

します。

施策の方針５‐２

基本目標５ 適切な福祉サービスの利用ができる仕組みづくり 

共生型サービス等の分野横断的な福祉サービ

ス等の展開

「赤ちゃんからお年寄りまで、障害があってもなくても、地域の人たちが一

緒にケアし合う場」という、福祉サービスを総合的に提供する共生型サービス

の取り組みが全国に広がっています。

民家や空き家などを改修した小規模の建物で、対象者を限定せず、普段の生

活の場で気軽に利用できるサービスとして実践されており、地域の中で当たり

前に暮らすための居場所を提供し、様々な人たちが一緒に生活し、支え合う営

みは共生社会を実現するための新たな福祉サービスの展開でもあります。

このような共生型サービスは、認知症の高齢者が小さな子どもとふれあった

りすることで落ち着きを取り戻し、会話も自然になったり、障害者が高齢者の

話し相手になるなど、様々な相乗効果を生み出す可能性があります。

また、介護保険事業所において、障害者に障害福祉サービスを提供する共生

型サービスや基準該当サービス、障害福祉サービス事業所において介護保険サ

ービスを提供する共生型サービスは、高齢者と障害者が同一の事業所で一体的

にサービスの提供を受けることができる「共生型」の公的サービスであり、高

齢者と障害者のふれあいだけでなく、障害者が６５歳を過ぎても慣れ親しんだ

施設を移ることなく利用できるというメリットもあります。

今後、これらの取り組みを進めるためには、行政の従来の縦割りの制度を見

直し、地域の実践に応じた柔軟な制度や仕組みに改める必要があります。

身近な場所で展開される多様な人間関係を、共に生きるという新たなコミュ

ニティとして地域の中に形成していくために、福祉分野の各制度や事業を横断

的につなげる取り組みを進めます。

現状と課題
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施策の方針５‐３

基本目標５ 適切な福祉サービスの利用ができる仕組みづくり 

判断能力に不安がある人及び福祉サービス利

用者の権利擁護

福祉サービスの提供が行政による「措置」からサービス提供者と利用者によ

る「契約」へ移り変わり、利用者が自らの判断で自分に合ったサービスを選択

できるようになりました。

しかし同時に、認知症や知的・精神の障害などにより判断能力に不安がある

高齢者や障害者にとっては、適切な福祉サービスを選択して利用することが難

しいことから、こうした人達も安心してサービスの提供を受けられるような方

策が必要になっています。

さらに、判断能力に不安がある人に対しての「振り込め詐欺」や「訪問販売

被害」などが社会問題になっており、権利の侵害を防ぐ取り組みが必要です。

また、福祉サービスを利用している人が、事業者の注意が不十分なために介

護事故等の被害を受けてしまうこともあります。利用者の尊厳に配慮した安全

確保の仕組みが必要です。

このように、判断能力に不安がある人の自己決定権を保障して権利実現を支

援したり、権利侵害を予防することで、本来であれば享受できているはずの自

由や利益を得られるように支援し、その人らしく生きることを擁護することを

「権利擁護」といいます。

権利擁護推進のために、高齢者あんしんセンターを中心とした関係機関や民

生委員・児童委員等とのネットワークの構築による相談支援の充実、日常的な

金銭管理や福祉サービスの利用援助などを行う日常生活自立支援事業の推進、

本人に代わって法的権利を保護する成年後見制度の利用促進、福祉サービスの

利用者や家族等からの苦情や虐待通報に基づく福祉サービス事業者への指導監

査などの取り組みを推進します。

現状と課題
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方針５-３ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・判断能力が不十分な人でも、その人らしく尊厳を持

って生きることが尊重され、日常的な見守りや利用者

の尊厳に配慮した福祉サービスの提供が行われてい

る。 

市の取り組み

・日常生活自立支援事業や成年後見制度の周知を行う

とともに、それらの制度の円滑な利用につながる取り

組みに努めます。

・福祉サービス事業者への指導監査により、利用者の

尊厳に配慮した福祉サービスの提供に向けた支援を

行います。

成年後見制度・市民後見人養成

認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の十分でない方は、

金銭・財産の管理や、健康や生活状況の維持向上のために介護などのサー

ビスや施設への入所・病院への入院に関する契約を結んだりする必要があ

っても、自分で判断することが難しい場合があります。 

また、自分に不利益な契約や、本来不必要な契約であっても、契約をし

てしまうなど、悪徳商法などの被害にあうおそれもあります。こうした自 

分ひとりで判断することが難

しい方に対し、法的な権限を

持って支援するのが成年後見

制度です。 

市では、成年後見人制度を

適切に利用できる体制を整え

ると共に、市民が後見業務の

新たな担い手として活動でき

る仕組みづくりを進めるた

め、市民後見人を養成してい

ます。 

コラム

（市民後見人養成講座の様子）
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方針５-４ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・福祉サービス利用に際し、利用者が納得できる事業

者選択ができているとともに、質の高い福祉サービス

の提供が行われている。 

市の取り組み

・福祉サービス第三者評価制度の活用による福祉サー

ビスの質の向上を図るため、サービス事業者・事業所

へ受審の促進に努めます。

施策の方針５‐４

基本目標５ 適切な福祉サービスの利用ができる仕組みづくり 

利用者の適切なサービス選択の確保

市民がホームヘルプサービスやデイサービス、保育所などの福祉サービスを

利用することとなった時、利用者自身が福祉施設・事業所を選択し契約するこ

とが必要となります。

この福祉サービスを実施するサービス事業者・事業所の選択にあたっては、

そのサービス事業者・事業所においてどのような福祉サービスが行われている

のか、福祉サービスの質がどの程度のものなのかなどが第三者の目から客観的

に可視化されている必要があり、このための制度として「福祉サービス第三者

評価制度」があります。

福祉サービス第三者評価制度は、厚生労働省の指針に基づき各都道府県に１

か所設置されるもので、群馬県では県社会福祉協議会内に「福祉サービス評価

推進センターぐんま」が設置されています。

この制度は利用者の福祉サービスの選択に資するだけでなく、サービス事業

者・事業所でのよりよい福祉サービスの実現に向けて、公正・中立な第三者評

価機関が専門的・客観的立場から福祉サービスの現状について評価を行う仕組

みです。

福祉サービスについては、その内容や質が外部から見えづらいため、サービ

スの専門性を利用者自身が評価しにくく、利用者主体のサービスが実践されて

いるか、利用者の満足度がどの程度なのかを把握することが難しい上、福祉制

度自体が理解しづらいことなどが課題とされています。

このようなことから、市内のサービス事業者・事業所における福祉サービス

第三者評価の受審を促し、より質の高い福祉サービスの充実に努めます。

現状と課題



47 

方針５-５ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・支援関係者が平常時より名簿を活用し、災害時や緊

急時における支援体制の検討や日常生活における要

支援者の見守りが行われている。 

市の取り組み

・名簿への掲載に同意、不同意の意思表示が確認でき

ていない人の確認作業を進めるとともに、同意が得ら

れない人への支援方法について研究します。

・地域における要支援者への支援体制の構築に向け

て、町内会や自主防災組織等への普及啓発等を行いま

す。

施策の方針５‐５

基本目標５ 適切な福祉サービスの利用ができる仕組みづくり 

避難行動要支援者の把握及び日常的な見守

り・支援の推進方策

災害発生時においては、「自分の命は自分で守る」という意識が大切であり、

まずは自分や家族の身の安全を守ることが優先されますが、そのうえで身近な

住民が互いに支援し合う仕組みが必要であり、その体制づくりが急務となって

います。

特に、地域での支え合いや助け合いが不可欠な大規模災害時において、公的

支援が届くまでの近隣住民による助け合いの仕組みについて、平常時から地域

の中で確認をしておく必要があります。

災害対策の推進にあたっては、市全体としての総合的な取り組みが重要です

が、なかでも要介護認定者や重度の障害がある人など、災害時に自力で避難す

ることが困難な避難行動要支援者（以下「要支援者」という。）の避難支援は大

きな課題となっています。

本市では、災害に備え、平常時から地域における要支援者を把握しておくこ

とが必要と考え、市が備える避難行動要支援者名簿（以下「名簿」という。）の

情報を本人の同意を得た上で、個人情報に配慮しつつ区長や民生委員・児童委

員等の避難支援等関係者（以下「支援関係者」という。）に提供する取り組みを

行っています。

これにより地域では、この名簿を自主防災組織等が行う避難訓練の際や日常

における見守りに役立てる取り組み等が始まっています。

現状と課題
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方針６-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿
・知識と経験が豊富な社会福祉従事者により、利用者

の状態にあった専門的な支援が行われている。 

市の取り組み
・社会福祉従事者の知識と技能向上のため、研修や従

事者同士の連携に対する支援について検討します。

施策の方針６‐１

基本目標６ 地域福祉活動の担い手づくり 

専門職の専門性の向上

支援が必要となった時に必要なサービスを利用することができるためには、

ソーシャルワーカーやケアマネジャー等の社会福祉従事者の役割が非常に重要

になります。

ソーシャルワーカーは、個人や家族への直接的な支援をはじめ、個人・家族

を取り巻く地域や社会環境、さらには関係機関への働きかけなどを行います。

そして、自ら支援を求めない、あるいは求めることができない人々のところ

へ積極的に出向き、支援することも重要な役割となっています。

生活の困難を抱えることとなった時、専門的知識を持ったソーシャルワーカ

ーが多職種・多機関と連携し、異なる制度や分野を横断的に見渡して総合的な

支援を行うことで、スムーズで適切な福祉サービスの利用につながります。

また、ケアマネジャーは利用者の自立支援と身体機能向上に向け、日常生活

全般を支援するため、地域のあらゆる社会資源を活用したケアプランを作成し

ます。福祉サービスを利用することとなった時、専門的知識を持ったケアマネ

ジャーが利用者本人の立場からどのようなサポートが必要なのかを考え、自立

支援に向けたケアプランを作成します。

このように、福祉サービスを利用するために社会福祉従事者の役割はとても

重要であり、その豊富な知識と実践経験による専門性の向上は、地域とそこで

暮らす人々の生活に大きく寄与することとなります。

現状と課題
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方針６-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・年齢や障害の有無に関係なく、様々な人たちが気軽

にボランティアに参加できる環境ときっかけづくり

に関する取り組みが実践されている。 

市の取り組み

・市民公益活動促進センター等の取り組みを発信し、

活動の周知に努めます。

・市民公益活動促進センター等と連携し、高齢者や退

職者等のボランティアへの参加を促進します。

・既存の公共施設や空き家・空き店舗等の利活用を推

進し、地域における福祉活動拠点の整備に努めます。

施策の方針６‐２

基本目標６ 地域福祉活動の担い手づくり 

地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ等の社会

福祉活動への支援

地域での様々な福祉課題に対応するためには、公的な福祉サービスだけでは

なく、ボランティア活動や地域活動などが大きな力となるため、それらの活動

をはじめとする多様な社会福祉活動が活発にかつ継続的に行われていくことが

必要です。

さらに、ボランティア活動や地域活動に参加することは、本人の健康づくり

や生きがいづくりにつながり、介護予防等にも役立つと考えられます。

しかし、市民福祉意識アンケートからも分かるとおり、市民の多くは、福祉

やボランティア活動に対する関心が高く、活動意欲もあるものの、なかなか実

際の活動に踏み出せていないのが現状です。

また、活動の拠点となる場がなかったり、活動についての情報が十分に提供

されていなかったり、活動に必要な知識・技術の習得の機会が不足しているな

ど、活動の充実に向けた環境整備も望まれています。

現在、市が設置する市民公益活動促進センターと社会福祉協議会が運営する

ボランティアセンターでは、ＮＰＯ・ボランティア活動に関する相談や、ボラ

ンティアの育成、活動支援、ボランティア活動についての啓発や情報提供など

を行っています。

今後も、地域住民やボランティア団体などが実際に地域で活動できるように

支援する取り組みをすすめるとともに、公民館や社会教育における学習活動等

との連携や、公共施設や空き家・空き店舗などの利活用を推進し、活動拠点の

整備などの方策を研究します。

現状と課題
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方針６-３ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・社会福祉法人や民間事業者の公益的で多様な取り組

みが行われ、公的サービスと併せて生活課題を抱える

人への包括的な支援が行われている。 

市の取り組み

・社会福祉法人が策定する社会福祉充実計画による地

域公益事業等について、地域の福祉ニーズを反映でき

るよう必要な支援に努めます。

施策の方針６‐３

基本目標６ 地域福祉活動の担い手づくり 

社会福祉を目的とする多様なサービスの振

興・参入促進

少子高齢化や産業・就業構造の変化などによる地域における生活課題の複

合・複雑化、社会的孤立の深刻化など、既存の制度では解決できない課題が山

積しています。

地域福祉の中心的な担い手である社会福祉法人は、こうした課題に対応する

ために福祉制度を強化、充実する一方で、制度の課題にも積極的に対応してい

くことが求められ、今般の社会福祉法改正により、社会福祉法人は公益性の高

い法人として「地域における公益的な取り組みを実施する責務」が法に規定さ

れました。

これにより社会福祉法人は、地域住民の参加や協働の場の創出による住民間

のつながりを強化する取り組みや、将来的に支援を必要とする可能性の高い人

への予防的な支援、そうした支援に関わるボランティアの育成などの間接的な

支援など、福祉制度の枠組みにとらわれない地域貢献に取り組む必要がありま

す。

さらに近年では、社会貢献活動として地域に根ざしたボランティア活動など

を行うＮＰＯや民間企業も増えてきています。

平成３０（２０１８）年４月現在、市内に８５法人ある社会福祉法人やＮＰ

Ｏ、民間企業の創意工夫による地域における生活課題の解決に資する取り組み

を支援し、行政中心の福祉政策と異なる民間中心の新しい地域づくりに向けた

取り組みを進めます。

現状と課題
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方針６-４ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・民生委員・児童委員の活動内容が、市民に正しく理

解され、積極的な協力が得られている。 

・民生委員・児童委員やその他地域福祉活動の担い手

などが、地域の生活課題解決に向けて連携・協力でき

る。 

市の取り組み

・民生委員・児童委員が活動に必要な業務に専念でき

るような環境をつくります。

・新任民生委員・児童委員には、きめ細やかで参加し

やすい研修会となるよう工夫し、民生委員・児童委員

活動の一層の充実を図ります。

・民生委員・児童委員自身のやりがいを高め、活動し

やすい環境を整えるため、民生委員・児童委員活動に

関する地域住民の理解がより図られるよう、機会を捉

え市民にＰＲします。

施策の方針６‐４

基本目標６ 地域福祉活動の担い手づくり 

地域福祉を推進する人材の養成

市では高齢者への支援として、これまで９か所だった地域包括支援センター

を、「高齢者あんしんセンター」として２９か所に拡大し（平成３０（２０１８）

年４月～）、これまで以上に民生委員・児童委員との連携を強化しています。

しかしながら、民生委員・児童委員が担う業務は、少子高齢化の進展や、価

値観の一層の多様化やプライバシーを重んじる意識の拡がりなどの社会環境の

変化から、さらに複雑化し、増大している状況です。

ひとり暮らし高齢者基礎調査や高齢者社会参加促進事業などの市から依頼さ

れる業務や、関係機関との連絡調整など、民生委員・児童委員が担う役割の重

要性と業務が増していることから、民生委員・児童委員へのさらなる支援が求

められています。

さらに、定年が延びてきていることや、定年後も働き続ける人が増えたこと

などにより、民生委員・児童委員のなり手が見つかりづらくなってきていると

いう状況があります。

このため、民生委員・児童委員が活動しやすい環境づくりを進めていくため

に、支援のあり方についてさらに検討を進めます。

現状と課題
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民生委員・児童委員

民生委員・児童委員は、地域 

からの推薦に基づき、厚生労 

働大臣から委嘱を受けて、全 

国に約２３万人、高崎市内に 

約７００人の民生委員・児童 

委員が活動しています。この 

うち、子どもに関することを 

専門に受け持つ主任児童委員 

は７０人です。 

民生委員・児童委員は、積極的に地

域行事へ参加したり、戸別訪問を重ね

たりしながら、子どもや高齢者、障害

者、生活に困っている人のことなど、

さまざまな相談に乗ってくれる強い味

方です。 

また、「地域のつなぎ役」として、地

域住民が抱える悩みや心配事などの相

談にのり、必要に応じて専門機関や福

祉サービスの情報等を提供したり、 

行政や関係機関につないだりなどして、課題を解決するための支援を行い

ます。 

民生委員制度は、その前身である

「済世顧問制度」が大正６年（１９

１７ 年）に創設されてから、平成

２９年（２０１７年）に１００周年

という大きな節目を迎えました。 

その時代の社会情勢に応じたさ

まざまな活動に取り組み、長い歴史

と実績を有しています。 

コラム

（サロンでの交流の様子）

（戸別訪問の様子）

（民生委員・児童委員委嘱状

伝達式の様子 Ｈ28.12.1）
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方針６-５ 取り組み内容 

望ましい地域の姿
・社会福祉協議会の活動が市民に周知され、地域福祉

推進の活動に向けた取り組みが促進されている。 

市の取り組み
・社会福祉協議会の運営費を助成し、地域における福

祉活動の実践及び充実を支援します。

施策の方針６‐５

基本目標６ 地域福祉活動の担い手づくり 

社会福祉協議会の基盤整備強化と連携

社会福祉協議会は、地域が抱える様々な福祉・生活課題を解決する地域福祉

の推進役として中心的な役割を果たすため、地区社会福祉協議会や関係機関と

の連携を図り、地域の特色を活かしながら、子どもから高齢者、障害のある人

など、誰もが安心して暮らすことのできる福祉のまちづくりを積極的に推進し

ています。

このような地域に根差した福祉活動の取り組みの中核的な役割を持つ団体で

ある社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動計画」は、市民と協働で取り組

む具体的事業についての方針を定める活動・行動計画であり、地域福祉推進の

ための共通理念や福祉の方向性を定める市の地域福祉計画とは、いわば車の両

輪の関係にあります。

地域福祉を推進するためには、地域福祉計画と地域福祉活動計画が理念や目

標を共有し、緊密に連携することが大切であり、これらの計画に基づき、地域

住民自らが行政、関係団体等と互いに協働しながら、地域に存在する生活課題

を解決するための様々な活動に積極的に参加していくことを目指すこととしま

す。

このため、市では公的責任を負って地域福祉を推進する社会福祉協議会に対

し、法人運営上の財政支援などを行い基盤強化に取り組むとともに、地域福祉

推進の実践においても積極的な連携を図ります。

現状と課題
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方針７-１ 取り組み内容 

望ましい地域の姿

・自分たちの住む地域の福祉を自らつくり、運営して

いくという市民の意識が育まれ、寄付の文化が根付い

ている。 

市の取り組み

・共同募金の仕組みを活用して社会福祉協議会が実施

するボランティア募集や街頭募金活動など、地域住民

に対する多様な参加を促す取り組みを支援します。

施策の方針７‐１

基本目標７ 効率的な地域福祉推進に向けた仕組みづくり 

地域づくりにおける寄付や共同募金等の取り

組みの推進

地域福祉を持続可能にしていくためには、地域福祉活動を支える財源が必要

です。

地域福祉推進のために、社会福祉法人やボランティア団体、ＮＰＯなどが安

定的かつ発展的な事業を行うために、公的な補助金のみに頼るのではなく、必

要な事業費を共感を大切にしてより多くの人たちから調達していくという取り

組みが求められます。

単に寄付や資金を集めるというだけでなく、地域における生活課題を人々に

知らせ、理解してもらい、地域住民が自分たちの地域を良くしようという意識

を醸成することで、ボランティア団体やＮＰＯの活動に共感し、寄付等の支援

を募るという過程が大切です。

社会福祉協議会を中心として、市も参画する共同募金では、地域における生

活課題の解決に取り組むボランティア団体、ＮＰＯなどが共同募金の仕組みを

活用しながら、寄付者に具体的な地域における生活課題とその解決のための自

らの活動を伝えて寄付を募る「テーマ型募金」の取り組みを行っています。

このような地域住民の地域における生活課題への関心を高めながら、地域福

祉推進のために必要な財源を確保する取り組みについて、共同募金等の活動を

支援します。

現状と課題



55 

方針７-２ 取り組み内容 

望ましい地域の姿
・誰でも利用できる相談事業や研修・講習会などが実

施され、効率的な事業展開が図られている。 

市の取り組み

・地域づくりに資する複数の事業について、地域にお

ける各事業の役割・関係を整理し、財源の在り方や連

携体制を見直すなど、対象者を区分しない一体的な事

業実施について研究します。

施策の方針７‐２

基本目標７ 効率的な地域福祉推進に向けた仕組みづくり 

地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施して

いくための補助事業等を有効に活用した連携体制

地域における様々な生活課題においては、福祉制度が対象としないような身

近な生活課題や、公的支援制度の受給要件を満たさない「制度の狭間」の問題

への支援の必要性が増しています。

厚生労働省においては、公的支援のあり方を「縦割り」から「丸ごと」へと

転換していくこと、「我が事・丸ごと」の地域づくりを育む仕組みへと転換して

いくことを目指し、平成２９（２０１７）年２月に、「地域共生社会」の実現に

向けて（当面の改革工程）（厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本

部決定）を公表しました。

その中で、「介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援法の地域生活支援

事業、健康増進事業など、既存の地域づくりに資する事業について、権利擁護

や虐待関係業務を含め、連携して一体的に事業を実施することが可能である」

と明記しています。

これまで、地域の集いの場の整備、相談支援、地域資源の掘り起こしや開発

のためのコーディネート、ボランティア養成、権利擁護・虐待防止など、地域

づくりに資する事業として制度別に行われてきた事業を、連携して一体的に実

施することにより、それぞれの事業の効果、効率性や対象者の生活の質を一層

高めることができる場合も多いとし、市区町村は、複数の事業を連携して一体

的に実施することが可能となりました。

これにより、市が実施主体となって行う国庫補助事業や市単独事業などの事

業内容や実施体制を見直し、子ども・高齢者・障害者などの分野ごとに対象者

を区分せず、一体的な事業の実施に向けた検討を行います。

現状と課題
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方針７-３ 取り組み内容 

市の取り組み

・様々な相談窓口や協議の場で地域における生活課題

をしっかり把握し、複合的で複雑な生活課題や制度の

狭間の課題など、障害・高齢・子どもなどの分野別制

度では解決が難しい課題については、生活困窮者自立

支援制度の自立相談支援機関である社会福祉課生活

支援担当が必要な連携を図るなど、包括的・総合的な

相談支援体制の構築に取り組みます。

施策の方針７‐３

基本目標７ 効率的な地域福祉推進に向けた仕組みづくり 

全庁的な体制整備

現状と課題

改正社会福祉法の施行により、地域住民等が生活課題を把握し、関係機関と

連携して解決していくことを促進することが市町村の責務とされました。

さらに、その推進のため、住民が地域における生活課題の解決に主体的に取

り組む環境を整備すること、支援関係機関や専門職が住民の発見した課題を受

け止め、連携・協働して解決する、包括的な支援体制の整備に努めなければな

らないことを規定しています。

この包括的な支援体制を地域に形成していくためには、必然的に庁内の体制

も横断的な体制に改めることが求められます。

庁内各課の連携体制の構築はもとより、様々な相談窓口や協議の場（自立支

援調整会議、障害者支援協議会、地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会な

ど）を、支援を必要とする人を中心に連動させていくことと併せ、地域におけ

る生活課題の解決につながった好事例などを共有し、市職員や専門職が地域福

祉的視点を持って支援に取り組むよう意識改革を図ることが重要です。

地域福祉とは、住民の主体的な課題解決の力を高め、地域と共に支援するこ

と、地域で解決できない課題や地域が関わることが難しい課題は、支援機関や

専門職がしっかり受け止める体制をつくっていくことです。

そのために必要な全庁的な体制整備に取り組みます
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計画の進行管理

 計画の評価について

本計画を着実に進行させていくために、社会福祉審議会地域福祉専門分科会

において地域福祉推進の状況を毎年定期的に評価するものとします。

計画の評価を行うにあたり、評価基準とする指標を設定する必要があります

が、相談件数や利用者数等の定量的な数値による指標では、地域住民や関係機

関の意識や行動にどれほどの変化を与えたのか、連携がどれほどまでに動くよ

うになったのか等、地域福祉推進の実態が見えづらいため、評価の指標として

はなじまないと考えられます。

地域福祉推進のためには、地域住民が主体的に生活課題を解決した事例、支

援関係機関による連携が図れた取組事例など、個別の事例を一つひとつ積み重

ねていくことが重要であり、評価においてもそうした事例を個人情報等に配慮

しつつ取り上げていくことが効果的です。

さらに、そうした事例を公表し、広く知ってもらうことで、同じような取り

組みをしている、もしくは、しようとしている住民も喚起されるなど、地域福

祉推進の実践の裾野が広がっていくことが期待されます。

このため、社会福祉審議会地域福祉専門分科会への報告内容や意見・要望等

については、その結果を市ホームページ等で公表します。
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参考資料
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（１）調査の目的 

市民の福祉に対する意識調査や地域福祉推進の課題の抽出のため、市民の率直なお考え

や、ご意見、ご要望をお聞きしました。 

（２）調査の方法 

 調査の方法は以下のとおりです。 

①調 査 地 域   高崎市全域 

②調 査 対 象   満１８歳以上９０歳以下の市民 

③対 象 者 数   ８００人

④抽 出 方 法   平成３０年３月１日現在、住民登録されている市民の中から 

    無作為抽出 

⑤調 査 方 法   調査用紙を対象者に郵送、郵便での返送による回収 

⑥調 査 日 程  ・調査用紙の発送 平成３０年３月２８日 

・調査用紙の回収 平成３０年４月１５日まで

（３）回収結果

調査用紙の回収結果は以下のとおりです。 

①調査対象者数   ８００人 

②回  収  数   ３２２人

③回  収  率   ４０．３％  

（４）集計結果の表示等 

 集計結果は、小数点第２位を四捨五入し、構成比率（パーセンテージ）で小数点第１位

まで表示してあります。そのため、表示された構成比率の合計が１００.０％にならない場

合があります。 

１ 高崎市民福祉意識アンケート調査
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≪ 回答の概要 ≫ 

問１ あなたの性別をお伺いします。（どちらかに○をつけてください。） 

問２ あなたの年齢をお伺いします。（あてはまるものに○をつけてください。） 

1,232人 

男性

137
43%

女性

182
56%

無回答

3
1%

男性

女性

無回答

0.3%

6.8%

7.8%

16.1%

15.8%

8.4%

13.0%

20.5%

10.2%

0.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

１８～１９歳

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０～６４歳

６５～６９歳

７０歳代

８０歳以上

無回答

構成比
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問３ あなたの住んでいる地域をお伺いします。（あてはまるものに○をつけてください。） 

問４ あなたやあなたのご家族は、日々の生活の中でどのような悩みや不安を感じること

がありますか。（あてはまるもの全てに○をつけて下さい。） 

225

8

15

31

8

15

17

3

0 50 100 150 200 250

高崎地域

倉渕地域

箕郷地域

群馬地域

新町地域

榛名地域

吉井地域

無回答

人数

235

50

137

200

52

54

67

47

96

63

9

21

3

0 50 100 150 200 250

健康のこと

就労のこと

家計のこと

老後のこと

子育てに関すること

人とのつきあいに関すること

地域の高齢化・過疎化のこと

地域の治安のこと

災害時のこと（備えや避難など）

移動に関すること（買い物、通院など）

その他

特に悩みや不安はない

無回答

人数
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問５ あなたは普段どの程度、ご近所づきあいをしていますか。（あてはまるもの１つに○

をつけてください。）

問６ あなたの住んでいる地域に問題や課題があるとすればどんなことですか。（あてはま

るもの全てに○をつけて下さい。） 

14

70

50

53

112

22

1

0 20 40 60 80 100 120

とても親しく付き合っている

わりと親しく付き合っている

町内会等の地域組織や隣近所の行事の時

だけつきあう

付き合いはしているがそれほど親しくな

い

会えばあいさつする程度

つきあいはほとんどない

無回答

人数

71

58

38

38

19

29

60

100

11

84

13

0 20 40 60 80 100 120

地域の防犯・防災など安全面に心配が

ある

自然環境、ごみや道路などの生活環境

に心配がある

高齢者が安心して暮らせる環境ではな

い

障害のある方が安心して暮らせる環境

ではない

子どもが安心して暮らせる環境ではな

い

健康増進に関する活動や相談のできる

環境がない

地域でのつきあいや連帯が不十分であ

る

交通が不便である

その他

特に問題や課題は感じない

無回答

人数
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問７ あなたは、地域における問題や課題解決に向けた住民同士の自主的なささえあい、

たすけあいの関係が必要だと思いますか。（あてはまるもの１つに○をつけてくださ

い。） 

問８ あなたは、地域における自主的なささえあい・たすけあいのためには、どんなこと

が必要だと思いますか。（あてはまるもの３つまでに〇をつけてください。）

143

87

49

6

14

18

5

0 20 40 60 80 100 120 140 160

必要だと思う

必要だと思うが、仕事や家事が大変で

できない

必要だと思うが、地域とのかかわりが

ないためできない

地域とかかわりたくないため、必要と

思わない

地域の問題や課題は行政が対応すべき

であるから、必要と思わない

わからない

無回答

人数

102

108

41

123

118

91

4

37

8

0 20 40 60 80 100 120 140

町内会等の地域組織が中心となって住

民相互の交流活動を進めること

住民が地域の活動に積極的に参加する

こと

ボランティアやNPOの活動を盛んにす
ること

自ら進んで日頃から住民相互のつなが

りを持つように心がけること

地域の人が気軽に集まれる場所を作る

こと

行政が地域活動の相談窓口、側面的援

助の窓口を充実させる

その他

わからない

無回答

人数
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問９ あなたは、福祉に関する困りごとがあった場合、主にどこに相談しますか。（あては

まるもの全てに○をつけてください。） 

問１０ 現在、あなたの身近な地域は、高齢者や障害のある方、子どものことなど福祉に

関する困りごとの相談をしやすい状況だと思いますか。（あてはまるもの１つに○

をつけてください。） 

240
133

154
50

83
8
7

37
31

41
2
9
8

1

0 50 100 150 200 250 300

家族・親族

友人・知人

市役所窓口

社会福祉協議会

病院等医療機関

町内会等の地域組織

当事者の会やボランティアグループ

各種電話相談

民生委員・児童委員

高齢者あんしんセンター

子育てなんでもセンター

その他

相談できるところが無い

無回答

人数

61

33

114

86

5

23

0 50 100 150

身近な地域に相談しやすい環境がある

身近な地域に相談しやすい環境があるが、地

元の人には相談したくない

身近な地域に相談できる環境が無いので、市

役所や専門の相談機関に相談する

相談したいが、どこに相談すればいいか分か

らない

相談先まで行くことができない

無回答

人数



65 

問１１ あなたにとって、身近で相談しやすい環境とはどのような環境ですか。（あてはま

るもの１つに○をつけてください。） 

問１２ 現在、あなたは地域活動に参加していますか。（あてはまるもの１つに○をつけて

ください。） 

100

28

110

32

22

30

0 20 40 60 80 100 120

気軽に相談できる場がある

町内会程度の地域に相談できる場があ

る

専門性の高い相談支援が受けられる場

所がある

相談したい時に、自宅に来てくれるよ

うな体制が確保されている

その他

無回答

人数

32

60

89

129

12

0 20 40 60 80 100 120 140

よく参加している

時々参加している

過去に参加したことがあるが、現在は

参加してない

これまで参加したことがない

無回答

人数
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問１３ 地域活動への参加について、あなたのお考えや状況に最も近いものは何ですか。

（あてはまるもの１つに○をつけてください。）

問１４ 住民が地域活動に参加するために、市が取り組む必要があると思うことはなんで

すか。（あてはまるもの２つまでに○をつけてください。）

135

81

21

19

31

10

12

13

0 20 40 60 80 100 120 140 160

できる範囲で参加する

依頼されれば参加する

健康や経済的な理由で参加できない

自分のことを優先したいので参加しな

い

つきあいがわずらわしいので参加しな

い

その他

関心がない

無回答

人数

97

171

113

77

5

25

0 50 100 150 200

地域活動の大切さを学校や生涯学習で

教える

住民と地域活動団体とをつなぐ仕掛

け・仕組みを充実する

地域活動団体の活動の拠点となる場所

を確保する

地域活動団体への資金の援助、または

資金調達の方法のアドバイスする

その他

無回答

人数



67 

問１５ 将来、家族やあなた自身が認知症になった時、安心して暮らしていけるために必

要だと思うことは何だと思いますか。（あてはまるもの１つに○をつけてくださ

い。）

問１６ 必要な福祉サービスを安心して利用できるようにするため、市はどのようなこと

を充実すべきだと思いますか。（あてはまるもの３つまでに○をつけてください。）

75

36

57

19

120

2

13

0 20 40 60 80 100 120 140

身近な場所での相談窓口の充実

認知症についての正しい理解の啓発

認知症の人や家族が気軽に立ち寄れる

場所・居場所の充実

認知症の人の働く場や生きがいづくり

の場の充実

認知症の人や家族を地域ぐるみで支援

するための取り組みの充実

その他

無回答

人数

221

202

95

115

75

5

8

13

0 50 100 150 200 250

適切にサービスを選んで利用できるよう

に、情報提供を充実する

適切な相談対応や、サービスを選ぶ支援

ができる体制をつくる

市民に福祉制度の説明をしたり、市民が

学習する機会を増やす

サービスに対する苦情やトラブルを解決

する体制、利用者の権利が保持できる…

サービス事業者の質の向上を図る研修・

啓発を充実する

その他

わからない

無回答

人数

サービスに対する苦情やトラブルを解決
する体制、利用者の権利が保持できるよう
支援する体制をつくる
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問１７ 今後地域福祉を推進するために優先して取り組むべきことは何だと思いますか。

（あてはまるもの３つまでに○をつけてください。）

問１８ 「誰もが住み慣れた地域で、その人らしく安心して暮らせる社会」を創り出すた

めの取り組みについて、ご意見がございましたら、ご自由にお書きください。

85

182

114

84

47

38

74

21

137

4

9

10

0 50 100 150 200

地域のささえあい・たすけあいの気運を

高めるための広報、啓発の強化

身近な場所での相談窓口の充実

市民が気軽に参画し、利用できる地域ご

との福祉活動の拠点づくり

地域における福祉活動の活動費や運営費

に対する資金助成

地域福祉を推進する地域リーダーなどの

人材育成

ボランティア、NPOなどの育成支援

学校教育や社会教育での福祉教育の充実

地域での活動方法やボランティア等に関

する研修会の実施

高齢者、障害者、児童の福祉施設の整備

充実

その他

わからない

無回答

人数

78

244

0 50 100 150 200 250 300

記述有り

無回答

人数
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【主な回答】 

（相談支援関連） 

一人暮らしの住民はなかなか地域での交流は少ないと思われる。気軽に相談できる窓口かコミ

ュニティなどがあれば地域全体での活性化にもつながると思います。 

高齢者宅に定期的に信頼できる人たちが訪問して困り事を聞いたり、健康などを確認して欲し

い。 

インターネット等で相談できる場を設ける。 

古くからの住民の方は相談する事が恥ずかしいと思っている方が多いので民生委員の方の声

かけが大切である。しかし隣の方々も意識して気をつかうことも必要と思われる。日頃から地

域の付き合いが大切と考える。地域で相談できる場所の開設（公民館で２週間に１回とかお茶

会など）。 

資格を持った福祉士を多数配置する。 

それぞれの悩みを気軽に相談できる場所を設けて欲しい。 

２ヶ月に１回くらいの定例会を設け、住民との交流を図る。市役所の職員が地域の公民館など

へ出向き、専門家を連れて座談会を開く。 

相談したくてもする場所や人が分からないので、あるなら分かりやすく知らせて欲しい。回覧

板などに毎回はさんでおくなど。 

子育て老後、病気、障害などにそれぞれ悩みや不安を感じる人、家族が種類別に経験者や専門

の知識を持った人達と意見交換したり、アドバイスができる環境機会を作ってあげることが必

要。 

相談したいけど誰に相談したらよいか分からない。 

（サービス提供関連） 

高齢者が安心して自宅で過ごせるサービスをお願いしたい。強く希望。 

高齢者一人暮らしをしている方への支援をどのように行っていくのが良いか、役所及び地域が

一体となって取り組むこと。 

福祉施設の人材の質の向上を常々感じている。それには学校教育のあり方や福祉の仕事に魅力

を高めていく必要があると思う。 

困り事を抱える住民とサービス提供者をつなぐ人が必要。 

高齢者や外出できない人へ、定期的に声かけ訪問を行い、生活向上のための各サービス機関へ

とつなぐ役目をする人が必要。 

地域で様々な人たちと交流の場を設ける。電話一本で駆けつけて相談にのってもらえるような

サービスの充実化。（その場に行かなくても家にいて情報の提供や指導をしてもらえるような） 

（生活課題への対応関連） 

一定の年齢で動けなくなった時、介護と医療の連携で、家で最後まで過ごせるような体制を作

って欲しい。 

災害に備え、避難訓練や防災知識を学べるような機会（イベント）の実施。近所にどんなこと

で困っている人がいるか知り、避難の際に助け合える仕組み作りが必要。 

一人暮らしになったとき身の回りの事、食事、毎日の生活が不安で今から心配。安心して暮ら

せる社会にするにはいつでもすぐに対応していただける仕組みが欲しいと思う。 

地域単位にすると、年齢構成も違い、支えあいがしにくい地域もあると考えられるので、行政

の支援が必要と思います。 
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１対１で介護をする家庭。女性単身で高齢者、介護を背負っている家庭、生活保護を受給する

ほどではないがギリギリでがまんを強いられている家庭。核家族、家庭を築かない独身の人な

どが親を支えることになった時に、優遇措置、控除などが必要。施設入所できない人でも暮ら

せる賃貸住宅を作ること。 

困り事を抱えていても発信できない状況の人のために、上手に介入してくれる人が必要。まだ

まだ潜在化されていると思います。 

いろいろな状態でその日その日を過ごしている方がいると思います。その方を高崎市は把握し

なければなりません。国勢調査のように一人一人の状態を聞き、助けを求めているか知る事が

必要と思います。 

町内などで困っている人達（買い物、ごみ出し）の手伝いができるようにできればよい。 

（地域の居場所関連） 

地域で子育てや介護を中心に住民が集まれるような場所が必要。 

才能技術を持ったお年寄りが地域の子どもたちとふれあう場所、ペットと一緒に語り合える場

所、技術の交換をしてお互いに学ぶ場所、独居の人たちと地域の人々とふれあう場所、開けた

環境の整備の充実、町づくりをして欲しい。 

住み慣れた地域で気軽に集まれる場所をつくること。同時にその場所を運営するための資金を

提供し、その宣伝運営は地域に任せることが必要と思います。 

地域の住民（こどもから大人、障害者まで）が協力して行い楽しむ事ができる特色のあるイベ

ント・行事が必要。 

（地域活動・ボランティア関連） 

住民各々の意識の改善（横のつながり）が必要。 

自分の空いた時間でちょっとでも地域の人たちのお手伝いができるような仕組み、研修会など

を実施していただけると良いと思います。 

市と地域が中心となりボランティアを行う人材を増やしていくことが必要と思います。 

地域住民一人一人の認識を高めて、自分の事と考えていく福祉活動が必要だと感じます。 

福祉活動を活性化する取り組みが大事。 

地域での社会活動をやりたくても日々の仕事が忙しすぎて参加できません。行政から企業へ働

き方を変えるように呼びかけをして欲しいです。 

法律等が良く分からないのでどこまで支援できるのか分からないのが現状。（人権だの自由だ

の） 

障害者の方々と関わりを持ちたくても地域での情報がないため、支援ができないのが残念です。 

生活の困り事や住民ボランティア等に対して行政が個別に協力できるか訪問して確認等を実

施してアクションを起こす事が必要。 

ボランティアの仕組みづくりはもちろんですが、善意や行為だけでは立ち行かない部分もあり

ます。資金援助も重要な要素です。 

幅広い世代の人がボランティアや地域活動に参加協力できるような工夫が必要だと思います。 

フェイスブックやＳＮＳで誰でも気軽に参加できるように情報発信して欲しい。多少の賃金

（手当て）も必要と思う。 

昔と違い共働きが増えているため、昔と同じような地域活動は困難。相談の場を設け、インタ

ーネットやラインで配信するや運動する、集まれる施設をつくって地域メンバーが集まれるよ

うにするなど、他の地域の新しい施設を勉強した上でいいものを採用して欲しい。 
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（１）高崎市社会福祉審議会地域福祉専門分科会について

第３次高崎市地域福祉計画の素案を高崎市社会福祉審議会の地域福祉

専門分科会に諮問し、答申された内容を計画策定に反映させました。 

①審議経過 

月 日 内 容 

平成３０年１２月１７日
（１）第２次高崎市地域福祉計画について 

（２）第３次高崎市地域福祉計画の策定について 

②委員名簿                      （敬称略）

委員名 職名等 備考

丸山 覚 高崎市議会保健福祉常任委員会委員長

松橋 亮 社会福祉法人高崎市社会福祉協議会会長

大谷 良成 民生委員児童委員協議会会長 副専門分科会長

髙橋 式子 高崎市主任児童委員連絡会会長

天田 和也 高崎市障害者支援協議会

石井 博 高崎市保育協議会会長

竹中 三郎 高崎市区長会会長

有賀 長規 一般社団法人高崎市医師会会長

丸橋 比左士 高崎市立西部小学校校長

森 周子 公立大学法人高崎経済大学教授 専門分科会長

田端 穰 長野地区地域づくり活動協議会会長

飯野 茂 高崎市片岡地区社会福祉協議会会長

川端 幸枝 一般社団法人高崎市長寿会連合会副会長

深澤 アサ子 高崎市心身障害者等連絡協議会会長

真木 暁子 高崎市老人ホーム連絡協議会会長

山崎 紫生 高崎市公民館運営審議会会長

石綿 和夫 高崎商工会議所専務理事

嶋田 訓和 公募市民

千葉 一哲 公募市民

２ 計画の策定経過について
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高崎市社会福祉審議会地域福祉専門分科会設置要綱           

（設置） 

第１条 地域福祉の推進を図るため、高崎市社会福祉審議会に地域福祉

専門分科会を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 地域福祉専門分科会は、市長の諮問に応じ、地域福祉計画の策

定のほか、地域福祉に関し、必要な検討及び協議を行う。 

（組織） 

第３条 地域福祉専門分科会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 地域福祉専門分科会の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委

嘱する。 

（１）社会福祉事業従事者 

（２）学識経験者 

（３）その他市長が必要と認める者 

（専門分科会長及び副専門分科会長） 

第４条 地域福祉専門分科会に、専門分科会長及び副専門分科会長各１

人を置く。 

２ 専門分科会長及び副専門分科会長は、専門分科会に属する委員の互

選によりこれを定める。 

３ 専門分科会長は、会務を総理する。 

４ 副専門分科会長は、専門分科会長を補佐し、専門分科会長に事故が

あるとき、又は専門分科会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 地域福祉専門分科会の会議は、専門分科会長が招集し、その議

長には専門分科会長を充てる。 

２ 地域福祉専門分科会の会議は、専門分科会に属する委員の半数以上

が出席しなければ開くことができない。 

３ 地域福祉専門分科会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可

否同数のときは、議長の決するところによる。 
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（資料の提出の要求等） 

第６条 地域福祉専門分科会は、必要があるときは、関係者に対し、資

料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

（地域福祉専門分科会の事務局） 

第７条 地域福祉専門分科会の事務局は、福祉部社会福祉課に置く。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、地域福祉専門分科会の運営に関

し必要な事項は、専門分科会長が地域福祉専門分科会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年２月１日から施行する。 

 （会議の招集の特例） 

２ この要綱の施行後最初に開かれる会議は、第６条第１項に関わらず、

社会福祉審議の委員長が招集する。 
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（２）地域福祉連携会議について 

 市の内部横断組織として、関連部署の職員で連携会議を構成し、計画策

定のための必要な検討・調整を行いました。

①審議経過 

月 日 内 容 

平成３０年６月４日 
（１）地域福祉計画について 

（２）第３次地域福祉計画の策定方針について 

②委員名簿 

部局・支所名 職  名

総務部 企画調整課長、防災安全課長

市民部 市民生活課長、人権男女共同参画課長、防犯・青

少年課長、地域交通課長、保険年金課長

福祉部 福祉部長、社会福祉課長、指導監査課長、障害福

祉課長、長寿社会課長、介護保険課長

福祉部

（子育て支援担当）

子育て支援担当部長、こども家庭課長、保育課

長、こども発達支援センター所長

保健医療部 保健医療総務課長、健康課長

環境部 環境政策課長

商工観光部 産業政策課長

農政部 農林課長

建設部 建築住宅課長

倉渕支所 市民福祉課長

箕郷支所 市民福祉課長

群馬支所 市民福祉課長

新町支所 市民福祉課長

榛名支所 市民福祉課長

吉井支所 市民福祉課長

教育部 社会教育課長、学校教育課長、中央公民館長
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（３）「第３次高崎市地域福祉計画（案）」のパブリックコメントの実施

について 

①資料の公表及び意見の提出期間 

  平成３１年２月１日（金）から平成３１年２月２０日（水）まで 

②資料の公表場所 

  福祉部社会福祉課、各支所市民福祉課、市民情報センター、市民活

動センター、総合福祉センター、各福祉会館、市ホームページ 

③意見等の受付件数 １人 １０件 

  （提出方法の内訳：電子メール１人） 

④意見等の内訳 

概 要 件数 

第二部 本論についての意見 10 件 

※パブリックコメントの結果（意見等概要・市の考え方）は、市ホーム

ページで公表しています。
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【か行】                                         

協議体

住民が主役となり、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなどの多様な人たちが協力しながら、自分

達で解決できる課題を検討する場のこと。

矯正施設

犯罪を行った者や非行のある少年を収容し、改善更生のための処遇を行う施設。

共同募金

民間社会福祉事業を推進するための財源を国民ひとりひとりの自発的な助け合いの精神で集め

ようとする全国民的募金運動。赤い羽根をシンボルとすることから「赤い羽根共同募金」とも呼ば

れる。各都道府県共同募金会が実施主体となる民間の募金活動。

居住支援法人

住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人として、都道府県が指定するもの。都道

府県は、住宅確保要配慮者の住居支援に係る新たな担い手として、指定することが可能。

ケアマネジャー

介護支援専門員のことで、介護サービスの利用者が心身の状況に応じた適切なサービスを受ける

ことができるよう、利用者からの相談受付、ケアプラン作成、市町村・介護サービス事業者との連

絡調整等を行う専門職のこと。

健康増進事業

健康増進法第１７条第１項、第１９条の２の規定により市町村にて実施される事業で、健康手帳

の交付、健康教育、健康相談、機能訓練、訪問指導、歯周疾患検診、骨粗しょう症健検診、肝炎ウ

イルス検診、がん検診などが含まれる。

コミュニティ・カフェ

人と人、人と地域をつなげながら、気軽に立ち寄り、食事などをしながら、ほっとできる場を提

供。地域コミュニティの構築や活性化、社会的課題の解決などに有効な手法として用いられる。

コミュニティソーシャルワーカー

地域において、支援を必要とする人々の生活圏や人間関係等境面を重視した援助を行うとともに、

支援を必要とする人と公的制度との関係の調整を行う方々のこと。

【さ行】                                         

自主防災組織

自治会などが主体となって、地域住民が自主的に連携して防災活動を行う組織。
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社会福祉協議会

民間の社会福祉活動を推進することを目的とし、都道府県、市町村ごとに設置される社会福祉法

人。地域住民、民生委員・児童委員、福祉・保健・医療・教育等に関する関係機関の参加・協力の

もと、各種の福祉サービスや相談活動、ボランティアや市民活動の支援、共同募金運動への協力な

ど、地域の福祉増進のための活動を行う。

社会福祉充実計画

社会福祉法人が保有する財産のうち、事業継続に必要な「控除対象財産」を控除してもなお一定

の財産が生じる場合に、「社会福祉充実財産」を明らかにした上で、社会福祉事業等に計画的に再

投資を促すとともに、公益性の高い法人としての説明責任の強化を図るために策定するもの。

社会福祉法人

社会福祉事業を行うことを目的として社会福祉法に基づいて設立された法人をいう。社会福祉法

人は、設立要件が厳しく、公益性が極めて高い法人であるといえる。このため、自主的な事業経営

の基盤強化、透明性の確保、提供するサービスの質の向上といった観点が求められる一方、税制上

の優遇措置などがとられるといった特徴がある。

住居確保給付金

離職者であって、就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失している方又は喪失する恐

れのある方を対象として、就職に向けて一定の就職活動を行うこと等を条件に、住宅費を支給する。

障害者虐待防止センター

障害者虐待防止法に基づき、虐待対応の窓口として市町村に設置されている。障害者虐待の通報

や届出の受理、養護者及び障害者に対する相談、指導、助言、障害者虐待の防止、養護者支援に関

する広報その他の啓発活動を主な業務としている。

自立相談支援機関

生活困窮者からの相談を早期かつ包括的に応ずる相談窓口。生活困窮者の抱えている課題を適切

に評価・分析（アセスメント）し、その課題を踏まえた「自立支援計画」を作成するなどの支援を

行う。また、関係機関との連絡調整や支援の実施状況の確認なども行う。

生活支援コーディネーター

生活支援の担い手の養成、サービスの開発、関係者のネットワーク化、ニーズとサービスのマッ

チング等、生活支援サービスの体制整備を行う役割を担う人のこと。

成年後見制度

認知症、知的障害、精神障害等により、物事を判断する能力が十分でない方の権利を保護するた

め、財産管理や契約手続きなどについて、家庭裁判所から選任された後見人などが代理で行う制度。
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ソーシャルワーカー

社会福祉事業に従事する人。特に、職業として社会福祉事業に従事する専門家。

【た行】                                         

地域ケア会議

高齢者への支援の充実、介護支援専門員等のケアマネジメント実践力の向上、地域課題の解決等

を目的として開催する会議のことで、「地域ケア個別会議」「地域別課題検討会議」「地域ケア推進

会議」から構成される。

地域支援事業

介護保険法に基づき市町村が実施する事業で、要介護状態等になることを予防するとともに、要

介護状態等になった場合でも、可能な限り地域で自立した日常生活が営むことができるよう支援す

る事業のこと。

地域生活支援事業

障害者及び障害児が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利

用者の状況に応じ、柔軟な形態により事業を効果的・効率的に実施。

地域包括ケアシステム

概ね 30 分以内（日常生活圏域）で、生活上の安全・安心・健康を確保するための多様なサービ
スを、24 時間 365 日を通じて利用しながら、病院等に依存せずに住み慣れた地域で尊厳を持った
生活を継続するため、医療や介護の専門職のほか、地域住民やボランティアなど、地域全体で高齢

者を支えていく仕組みのこと。

地区社会福祉協議会

市町村社会福祉協議会が小学校区や自治会などの単位とする住民の身近な地域（小地域）の範囲

で、住民が進んで福祉活動に参加できるように設置される組織。

特別養護老人ホーム

常時介護が必要で、在宅での生活が困難な人が入所し、日常生活上の介護が受けられる施設。

【な行】                                         

日常生活自立支援事業

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち、判断能力が不十分な方が地域で自立した生活

が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行うもの。

【は行】                                         

８０５０問題（ハチマルゴーマルモンダイ）

ひきこもりの長期化などにより、子どもが５０代になっても自立できず、親が高齢化する状況と
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なり、自立支援につながらないまま孤立してしまうこと。また、親の介護などにより離職した後に、

再就職が困難な状況となり、経済的困窮につながる問題。

避難行動要支援者名簿

災害対策基本法に基づき市町村が整備する名簿で、災害時に一人または家族だけでは避難するこ

とが困難な在宅の高齢者や障害者等の情報を掲載した名簿のこと。

福祉サービス第三者評価制度

サービス事業者がサービス内容や経営状況、危機管理体制などの項目について専門機関に評価を

依頼し、その結果を広く公表することにより、利用者のサービス事業者選択の目安とするための制

度。

ふれあい・いきいきサロン

月に１回程度、地域の高齢者が歩いていける距離にある公民館や集会場などに集まって、お茶飲

みや食事、体操などをしながら、仲間づくりや社会参加に結び付けていく交流の場のこと。

【ま行】                                         

民生委員・児童委員

民生委員：厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において常に住民の立場に立って相談に応

じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に勤める方々のこと。「児童委員」を兼ねる。

児童委員：地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育ての不

安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う方々のこと。一部の児童委員は、児童

に関することを専門的に担当する「主任児童委員」の指名を受ける。

【アルファベット】                                    

ＮＰＯ

特定非営利活動推進法（ＮＰＯ法）に基づき社会貢献活動を行う営利を目的としない特定非営利

活動法人のこと。福祉、まちづくり、環境などさまざまな分野で活動を行っている。（Non Profit 
Organizationの略語）
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